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敬(commonreligion)の模索 とい う観点から捉 えている1｡一方でケン トは､テンプ





姿を模索 したとして､その ｢預言者(prophet)｣ としての役割に注 目している｡
本論文における議論の軸 となるのは､｢教会観｣一特にテンプルの ｢教会観｣ -
である｡それは神学的な ｢教会論(Ecclesiology)｣ではなく､世俗社会において教
会が どのような位置 を占めるのか とい う議論である｡本質的に ｢キ リス トの体
(corpuschristi)｣として超越的な存在である教会が､世俗社会にどのような姿で
存在するべきか0本論文で対象 とする時代は､この問いに対する答えが求められ
た時代であったoテンプルが提示 した教会観はそのひ とつの答えであった 0 本論
文ではこの時代のテンプルの教会観 とその国教会-の影響を見るために三つのテ
ーマを取 り上げる｡教会 と社会の問題 として本論文全体を貫 くテーマである ｢キ
リス ト教社会主義｣(第-章)､諸教派間の関係の問題 としての ｢エキュメニカル
運動｣(第二章)､お よびこれ ら二つの要素か ら導き出される教会 と国家 との関係
について ｢教育｣(第三章)の側面から見た問題である｡そ して最後に､この三つ
のテーマを踏まえた上で､キ リス ト教社会主義を軸 とするテンプルの教会観が第
二次大戦後の ｢福祉国家の形成｣(第四章)に際 してどのような影響を与えたのか
を考察する｡
* * * * * *
あらか じめこれ らの各章における議論の問題意識を先行研究 と対比 しながら示
すことによって､本論文全体の方向性 と意義を明確にしてお く｡







リス ト教社会主義運動を扱 った研究はいくつかあるが1､近年のもの としてはウイ
ルキンソン(AlanWilkinson)の研究が挙げられ る2｡ キ リス ト教社会主義者 を自任
するイギ リス首相ブ レア(TonyBlair)が序文を寄せているこの研究は､今 日におけ
る ｢キ リス ト教社会主義の再発見｣に注 目す るとともに､19世紀末のス コッ ト･
ホラン ド(HenryScottHolland)から今 日のブ レアに至るキ リス ト教社会主義者の
系譜を説明 している｡そ して､この系譜における重要な鎖の環 として､テンプル
を位置づけているOまた､国教会聖職者の市場経済観に着 目したアサ- トン(John
Atherton)の研究においても､テンプルは､19世紀のキ リス ト教社会主義者 と今
日の代表的キ リス ト教社会主義者プレス トン(RonaldPreston)との ｢繋ぎ部分｣に
当たると位置づけられている30このように従来のキ リス ト教社会主義運動史にお




常に重要な位置を占めている｡ したがって､彼 らがテンプルにおいて､キ リス ト
教社会主義の ｢連続｣を重視するのはきわめて当然のことであるOしか しなが ら､
キ リス ト教社会主義の政策面においては連続性が見 られる一方で､それ を担 う聖
職者が抱いていた教会観 とい うことに注 目す るな らば､テンプルにおいてある種
の ｢断絶｣が見受けられる｡本章では､この断絶面に注 目す ることによって､キ
リス ト教社会主義の多様性 とテンプルのキ リス ト教社会主義の意義を考察す る｡
第二章では､キ リス ト教社会主義運動 との関連でエキュメニカル運動を扱 う｡
これは端的には､分裂 していたキ リス ト教諸教派の再一致(Reunion)を目指す運動
である｡その指導者のひ とりフイツセル ト･ホ-フ ト(WillemAdolfVisser'tHooft)
が､｢テンプルはエキュメニカル運動において特別な位置にいたo彼はそのすべて
に関与 していた｣ と述べているように､テンプルはこの運動の萌芽期において大









3 J.Atherton,CAz･1'stl'aDl'tyaDdtheMarket(1992)[小谷春夫 ･増井幸夫 ･八木







るO しかしながら､その役割を彼の教会観あるいはキ リス ト教社会主義 との関連
か ら位置づけようとする研究はほとん どないのが現状である｡その要因のひ とつ
としては､エキュメニカル運動を中心に扱 う研究では､｢教会再一致｣とい う大 目
的を重視 した教会史的アプローチが主流 となっていることが挙げられる｡ そのた
めこの分野では､神学 ･教義に関する諸教派間の対話 ･相互理解が議論の中心 と




























2 Kent,Wl'11'am Temple,p.148.ケン トの研究におけるエキュメニカル運動の扱
いについて付言 してお くと､彼は第二次大戦に際 しての教会の対応 としてエキュ
メニカル運動を取 り上げ､その結果的な無力 さを指摘 しているように､必ず しも
エキュメニカル運動を ｢専門的領域｣ として世俗社会 と分離 して扱っているわけ














編成 したことである｡ 従来､初等 ･中等教育にはさまざまな形態の学校が混在 し
ていた｡バ トラー教育法はこれ らを整備 し､義務教育段階 として五歳か ら十一歳
までの初等教育(primaryEducation)段階､十二歳か ら十五歳 までの中等教育
(secondary Education)段 階 ､ そ れ に 義 務 教 育 終 了 後 の 継 続 教 育 (Further
Education)段階 とい う三つの累進的段階(progressivestages)に再編成 したのであ
るo その上で同法は､公立中学校での授業料の無償化を規定 した O 教会 との関連






家建設の先駆けと見なされている1｡教会 との関連で特に注 目され るのは､1986


















｢ニュー ･エルサ レム (福祉国家)｣の建設者のひ とりとしてテンプルを断罪する
とともに､バ トラー教育法においても教会の影響力が当時課題 とするべきであっ
た技術教育の軽視を招いた として非難 している｡教育史の分野では､従来バ トラ
ー教育法が中等教育の機会拡大 とい う目標を達成 した点を評価する研究が主流で
あったが1､近年同法の保守的側面を重視する研究が増えているoスミス(HaroldL.
smith)が指摘 しているように､この新たな傾向の研究は､｢技術革新｣ と ｢階級
格差 の是正｣ とい う二つの機会 の喪失 に注 目してい る2｡ た とえばべテ ソン
(charlesHenryBatteson)は､教育法策定における教育官僚の主導性に着 目してお
り､バ トラー教育法は戦時中に高揚 した民衆の改革要求を先取 りし改革を最小限
に抑える一方で､教育院の権限拡大を図ったものであったと指摘 している3｡また､
クール ドリッジ(AdrianWooldridge)は､保守党政治家の予防的改革 とい う側面に
着 目し､彼 らが地方教育当局 と教会の権限維持を目論んだと主張 している4｡バ ト
ラー教育法を教会 との関係で取 り扱っているのはグリーン(SimonJ.D.Green)の
研究である｡彼は､教会の権限維持に関する研究は不十分であるとい う問題意識
から議論を展開 し､｢バ トラーの目的はキリス ト教の進歩であった｡---彼が 1944




























は言えないOた とえば ｢イギリスにおける教会 ･国家 ･社会｣ とい う副題が付け
られたケン トの研究は､当然テンプル と福祉国家の関係に触れているが､彼はバ
ーネッ トを意識 しつつ経済システムに対するテンプルの関与 ･貢献を重視 してお









テンプルは従来､福祉国家の建設者のひ とりと見なされてきた ｡ 実際､逝去後の
賞賛からバーネ ッ トの批判を経て今 日の再評価に至るまで､テンプルの評価は福
祉国家の評価 と密接に リンクしている｡ しか しながら､テンプル と福祉国家形成
の具体的な関係については､先行研究においても必ず しも明確ではない｡もとよ







第一章 キリス ト教社会主義と授権法 :1889-1919年
本章では 1889年 か ら 1919年 にお けるキ リス ト教社会主義運動(Christian
SocialismMovement)の展開を扱 う｡キ リス ト教社会主義は教会が社会問題 に積極
的に介入す ることにより､教会活動に新たな地平を切 り開 くことを 目指す もので
ある｡その起源 は､19世紀中葉の国教会 の聖職者であ りロン ドン大学 キングズ ･
コレッジの神学教授であったモー リス(FrederickDenisonMaurice)の思想 と活動
に求められ る｡モー リスは､原罪による人間の堕落以上にキ リス トの人間-の内
在､あるいは人間の神性 を強調 した｡ このよ うに現世における人間の尊厳 を重視
する彼は､当時支配的であった個人主義的な競争原理に異を唱え､社会的連帯の
必要性 を主張 した｡ しか しこのようなモー リスの神学は当時の国教会の主流派か
ら激 しい批判を受け､彼は神学教授の職 を追われ ることになる｡ また､ク リミア
戦争の勃発 もあ り､キ リス ト教社会主義運動はそれ以降衰退 していた ｡ この運動
が再び活発 になるのは 1880年代である｡ この時期､｢社会主義の復活｣ とともに
聖マタイ ･ギル ド(GuildofSt.Matthew)をは じめとして多 くのキ リス ト教社会主
義団体が設立 され る｡ 中で も､1889年 のキ リス ト教社会連合(christianSocial
Union)〔以下､CSU〕の設立は､国教会がキ リス ト教社会主義に本格的に取 り
組む契機 となるものであった ｡
本章では､テ ンプルの役割の再評価 に当た り､彼 と彼 自身属 していたCSUの
教会観における相違に焦点を定める｡その相違が明確になるのは､1919年 に成立
する授権法(EnablingAct)の策定過程においてである｡基本的に今 日まで続 く政教
関係 を規定 しているこの授権法は､国教会 に一定の権限を付与す ることによって､
従来の政教関係 に大きな変化 をもた らす ものであった ｡ 当時､｢隠 された革命(a
maskedrevolution)｣ とい う評価 さえ受 けていたこの法律 に関 し､これ まで十分
な研究がな されてきた とはいい難い1｡以下では､第一節お よび第二節でCSUの





第一節 キリス ト教社会主義 とcsU
(-)CSUの設立
1889年 6月のCSUの設立は､キ リス ト教社会主義の歴史に とって､さらには
国教会の歴史に とって非常に大きな意味を持つ ものであったOそれは､一種異端
的な存在であったキ リス ト教社会主義が､国教会の内部で大きな影響力 を持つ契
機 となるものであったか らである｡CSUの設立に中心的な役割 を果た したのは､
オクスフォー ド大学のコレッジのひ とつ､ ビュー ジ ･ハ ウスの学長を務 めていた
ゴア(CharlesGore)と､聖ポール大聖堂の参事会員(Canon)スコッ ト･ホラン ドで
あったoそ して彼 らがCSUの議長に据えたのが､聖書学者 としても著名なダー
ラム主教 ウェス トコッ ト(BrookeFossWestcott)であったO
ゴア らは､国教会内のアングロ ･カ ソリック (高教会派) と呼ばれ るグループ
の指導者であった｡彼 らは､19世紀後半の ｢大不況｣を契機 とした危機的な社会
状況に直面 し､そのよ うな現実世界の困窮 に十分な注意 を払わず､旧態依然 とし
て精神的 ･内面的救済のみを強調 していた福音派 (低教会派)-の不信 を強めて
いた｡スコッ ト･ホラン ドや ラング(cosmoGordonLang)､ ウイニン トン-イン
グラム(ArthurFoleyWinnington-Ingram)といったアングロ･カ ソリックの聖職者
は､1883年に設立 されたオクスフォー ド･ハ ウスを拠点 として､イース ト･エン
ドにおけるセツルメン ト活動に積極的に参加す るよ うになる｡彼 らは､1884年 に
トイ ンビー ･ホール を設立す るバーネ ッ ト(Samuelliarnett)とも協力 している｡
また､議長 ウェス トコッ トも､サ ウス ･ロン ドンにおけるケンブ リッジ ･セツル
メン トの精神的支柱であった 1｡csUを設立 したのは､このような社会問題に強
い関心を持ったアングロ ･カ ソリックであった ｡
彼 らの神学的特徴は､CSU設立 と同年の 1889年 に､ゴアを編集長 として出
版 された神学論文集 『ル クス ･ムンデ ィ(LuxMuDdl)』に見 られ る｡そ こで彼 ら
が主張 したのは､現世をより肯定的に解釈す る ｢受 肉(Incarnation)｣の神学であ
った｡これは､19世紀の主流であった､人類の原罪 による堕落 とそこか らの救済
を重視す る福音主義的な ｢購罪(Atonement)｣神学 と対比 され得 るものであ り､
かつてモー リスが唱えた神学の基礎 となっていた ものであった｡ CSUのメンバ










に従って配慮 されるべき存在なのである｣2｡一年の内に十版 を重ねた 『ルクス ･





のように､CSU設立時にその議長に就任 したウェス トコッ トは､ロン ドン､ウ
インチェスターの主教 とともに主教の中でも別格 として扱われていたダーラムの
主教であったが､他のメンバー も次々と主教に任命 されている01895年には､ル
クサイ トの一人､タルポッ ト(EdwardStuartTalbot)がロチェスター主教に任命 さ
れ､1905年にはサザ-ク主教に転任 している｡1901年には､元オクスフォー ド･
ハ ウス館長 ウイニン トン=イングラムが､カンタベ リー､ヨーク両大主教に次 ぐ
地位にあるロン ドン主教に任命 される｡ 同年のウェス トコッ トの死によってCS
Uの議長を継いでいたゴアは､クースター主教に任命 されていたが､私費を投 じ
てバー ミンガム主教区を分離 ･新設 し､1905年には自らその初代主教 となる｡そ







スにお け る初 の社会学教授 (ロン ドン大学)ホブ- ウス(LeonardTrelawny
Hobhouse)､作家チェスター トン(GilbertKeithChesterton)､後の労働党の理論的










csUにはさまざまな人物が参加 してお り､メンバーすべてが必ず しも統一的な
見解を持っていたわけではない｡ しか しなが ら､CSUの中核的存在であったル
クサイ トは､国教会が当時直面 していた課題に関して､共通の危機感を抱き､一
















深く認識 し､宣教者 として､他の人々を彼のレベルにまで高めるのである｣ と述
べている3｡
また､教会 と国家 との関係については､キャンピオン(W.∫.H.Campion)が ｢キ
リス ト教 と政治(ChristianityandPolitics)｣ と題する論文の中で述べている｡彼
は､国家 と教会の役割について､｢疑いなく国家は神聖なものであり､神のもので
あるOそれは必要悪 とい うものではなく､高潔な生活の貴重な組織である. しか
しそれでも､道徳指導者 としての国家の機能には生得的限界がある｡ 教会は国家
の道徳活動を補 うために介入するOそれは全体の一部が他の部分を補 うとい うも
のではなく､高位なものが低位なものを補 うとい うことである｣ と述べている｡








しているのであるlo同 じくCSUに属 したケニ ヨン(RuthKenyon)は､｢キャンピ
オンの論文の中で最 も重要な論点は､究極的な道徳的権威の源泉は､国家ではな
く教会にあるとい う原理である｣と述べている20ロックやキャンピオンの論文に
見 られ る､聖性 を強 く自覚 し､国家の道徳的権威 に対抗す る教会観は､当時のア
ングロ ･カ ソリックに共通のものであった｡ この二人は ともに国教会の聖職者で
あ り､オクスフォー ド大学 キーブル ･コレッジの教員でもあったが､彼 らの教会
観の起源 を見るためには､五十年 ほど前のこの地に展開 された､オクスフォー ド
運動に触れ る必要がある｡
オクスフォー ド運動は､1833年 にキーブル(JohnKeble)によって開始 されたア
ングロ ･カ ソリックの運動であった｡ これは､政府がアイル ラン ドにおける国教
会 の主教 区を独 断で再編 したアイル ラン ド教会 法(IrishChurchTemporalities
Act)に対す る抗議 として始まったことか らもわかるように､国家に対 して教会の
権威 を主張す る運動であった｡キーブルは､｢国教会は､国家の機 関 としてではな
く､神の意思を受 けた聖なる機 関 として尊敬 され る資格がある｣ と述べている3｡
このような､国家の教会に対す る優位 を説 くエラス トス主義 に断固反対 し､国家
とは独立 した教会の権威 を主張す る姿勢は､その後のアングロ ･カ ソリックの思
想の重要な構成要素 となってゆく｡上記のロックや キャンピオンの論文が､この
教会観の影響 を受 けていることは明 白である｡
オクスフォー ド運動以来､アングロ ･カ ソリックに深 く根付いた反エラス トス
主義がCSUの教会観 に神学的な基礎 を与えていたのな らば､その教会観に対 し
て理論的な基礎 を与えていたのは､フイギス(JohnNevilleFiggis)の ｢団体人格論｣
であったO｢団体人格論｣は､ドイツの法学者 ギールケ(OttoFriedrichvonGierke)
によって提唱 され､ケンブ リッジ大学のメイ トラン ド(FredericWilliamMaitland)
によってイギ リスにもた らされた｡そ して､｢ギールケな らび にメイ トラン ドの団
体概念を政治学上理論化 したのが､ほかな らぬフイツギスであった｣ と見なされ
ている40彼 らの主張は､国家 と社会 とを峻別 し､一元的国家主権論 に対 し主権の
可分性 を前提に､団体にも主権を認 めるべきであるとい うものであった｡聖職者
を父に持つフイギスは､ケンブ リッジ大学でメイ トラン ドの教 えを受けた後､国
教会の聖職者 になっている｡ フイギスはCSUには直接所属 していなかったが､















とい う主張が正当化 される｣ と述べているように､オーステイン的国家に内在す
る教会の危機 を認識 していた2｡ この点についてはキャンピオンも､『ル クス ･ム
ンディ』の論文において､｢国家の機能を最小限にとどめようとい うリカー ド学派
や ミルの哲学的急進主義-の反動 として､人々は国家を社会生活の道徳指導者の
地位にまで押 し上げようとしている｣ とい う懸念を記 している30
フイギスは､国家主権か ら独立 し､それ 自体で発生 し行為す る団体を主張す る｡
彼は､1914年 に出版 した『近代国家における教会(Cムuz･chesl'DtheModem State)』
において教会の擁護のためにこの理論を援用 し､そこで国家を ｢諸コミュニティ
のコミュニティ(thecommunityofcommunities)｣ と位置づけている4｡ フイギス






っていた｡ ゴアとフイギスは､この ｢修道会｣を国教会のモデル と考えていた6｡
このようなゴアの教会観には､19世紀末のイギ リス社会に対する彼の見方が大き
く作用 している｡当時の国教会は､16世紀に国教会の教会理論を大成 したフッカ
ー(RichardHooker)が理想 とした､国民 と表裏一体の国教会 とは明 らかに異なっ
ていた｡ゴアは､このように述べている｡｢われわれの教会の道徳活動が衰退 した
原因は､国家 との独特の関係にある｡教会 と国家 とを同じ社会の二つの側面 とみ
なすフッカーの理論は､理想的なものではあったが､その後の歴史が達成できな
かった理想であった｡一体 どのくらいまでこの国の王室や国民がキ リス ト教的で











ちローマ帝国に公認 される以前のキ リス ト教会､に対す る憧憶が見 られ る｡ つま
り､｢異教的な外部世界｣と ｢真理 を担 う教会｣とい う二分法である｡彼は教会の
あるべき姿について､｢教会は世界 に(of)あるのではな く､世界の中に(in)あるの
であって､その明確な区別(distinctiveness)によって意味をな しているのである｣
と述べている1｡ 彼にとって教会 とは､国家 とは全 く別個の存在であ り､｢世の光







ウイ リアム ･テ ンプルは､1881年 10月 15日､当時エクセ タ-主教であった
フレデ リク ･テ ンプル(FrederickTemple)の次男 として誕生 したO フ レデ リクは､
その後 ロン ドン主教を経て 1896年か ら1902年 までカンタベ リー大主教 を務 めて
いる｡ ウイ リアムは､ラグビー校 を経てオクスフォー ド大学ベイ リオル ･コレッ
ジ-入学するが､在学中の 1906年 にメンターであったスコッ ト･ホラン ドの薦
めでCSUに加わ り､す ぐにそのオクスフォー ド支部長を務 めるようになる｡ さ
らに､労働者教育協会(workers'EducationalAssociation)での活動をは じめ当時か
らキ リス ト教社会主義者 として活躍す る一方で1､1909年に聖職按手を受 け執事
(Deacon)に､1910年 には司祭(priest)に叙任 され､1914年か らはロン ドン､ ピカ
デ リーの聖ジェームズ教会の主任司祭 に任命 され る｡また､1915年か らは国王付




当時のオクスフォー ド主教､ルクサイ トのひ とりであるペイジェッ トによってこ
れを拒否 されている｡その理 由は､テンプルが ｢処女降誕(VirginBirth)｣ と ｢肉
体的復活(BodilyResurrection)｣ とい う二大奇蹟を十分 に信用 していない とい う
ことであった｡テ ンプルはその後 1909年 に､フレデ リク ･テンプルか らカンタ
ベ リー大主教の座 を受け継いでいたデ ヴィ ドソン(RandallDavidson)によって聖
職 に就けられたが､聖職者 としてのキャ リアのスター トか ら､同 じキ リス ト教社
会主義者であるル クサイ トと神学面で摩擦 を生 じていたのである｡ また､教会観
においてもテンプルは､ゴアが志向 していた ような一般社会 と区別 された神の意
志の器 としての教会 を求めていなかった｡彼 は､オクスフォー ドにおけるアング
ロ ･カソリックの指導者 ノックス(RonaldKnox)に宛てた手紙の中で､｢わた しは
明確 に境界を定め られた教会が理想であるとは思いません｡教会は光源 のよ うな
ものであって､その境界は誰にもわか らないのです｣と述べている2｡テンプルに
1 労働者教育協会は､1903年にゴアの支援 を受 けたマンスブ リッジ(Albert







べてがキ リス ト教徒であるわけではあ りません｡ しかし､わた しはこれほど純粋
な宗教の存在を身近に感 じたことはあ りませんでした｣と記 している2｡このよう
な見解は､教会の ｢現実性｣を保つために境界線を引き､ソリッドな団体を築こ
うとするゴアらの教会観 と明確に異なるものであった｡
ゴアが ｢拡散的(diffusive)｣ と形容 し批判 したこのような宗教観 と並んで､テ
ンプルの教会観を特徴づける要素は､そのギ リシア的 ･共同体主義的な性格であ
る｡ テンプルは､ベイ リオルでの学生生活を終えた後､クインズ ･コレッジで哲
学の講師を務めるが､その時彼が講義 していたのはプラ トンの国家論であった｡
アイアマンガ-の公式伝記を除くテンプルの伝記には､テンプル とプラ トニズム
の関係にはほとんど触れ られていない ｡ しか しながら､テンプルの社会観 とその
中における教会観に注 目するなら､ギ リシア的な共同体観の影響はきわめて大き
いものであったoテンプルは大学時代､友人に対 して､｢キ リス トは､教会に行 く





基盤ではない とした上で､ギ リシア的共同体思想の重要性 を訴えている4｡1916























国家の性格の変化は彼の思想 に大きな影響 を与えている｡1899年か ら 1902年ま
で続いたボーア戦争は､イギ リス社会にもさまざまな影響を与えたが､そのひ と
つに国家の比重の拡大が挙げ られ る｡ この戦争 を契機 に強 く唱えられ る国民的効
率(nationalefficiency)の要請は､人々の国民意識 を着実に強めていた｡1901年に
は､ス トライキの損害賠償 を労働組合 に負 わせ ることを示 した､タフ ･ヴェイル
判決が出された｡ この労働組合の危機 は､議会 とい う国政の場を通 して労働環境
を改善 しようとす る労働代表委員会(LabourRepresentationCommittee)の急成長
となってあ らわれ る1｡また翌 1902年のパル フォア教育法(Balfour'sEducation
Act)は､地方税 による国教会系学校-の資金援助を規定す るものであった｡ この
ような変化の中で､個人はい くつかの団体的社会を通 して国家 と間接的に関係 を
持つ とい う団体理論の構図は変化 を余儀な くされつつあった｡｢任意団体の本質的
な性格であった､国家や他の公的権力機 関か らの独立性は､20世紀に入 る頃か ら
失われてい く｣のである2｡
このような事情の変化はCSU内にも影響 を及ぼ していた｡上述のようにオク
スフォー ド運動の後継者であったゴアの社会主義には､反エ ラス トス主義的な色
彩が強 く残 っていた｡彼 は､キ リス ト教社会主義が国家社会主義(stateSocialism)
とは違 った､｢もうひ とつの種類の社会主義｣ であることを強調 している3｡cs
Uの社会主義の特徴は､オクスフォー ド支部が 1905年 に発行 したパ ンフ レッ ト､
『社会主義(socl'all'sm)』にあらわれている｡そ こには､｢多 くの国では､社会主義
は下層階級 による上層階級 に対す る攻撃であるが､イ ングラン ドにおいては､そ
れは上層階級 による慈善的行為である｣と記 されていた4｡csUが実際に行って
いた主な活動は､優 良企業の リス トア ップや､搾取企業の製品不買運動､またオ
クス ･ブ リッジの学生に対する労働者階級の状態に関す るレクチャーな ど､ロー
カルで ヴォランタ リーなものにとどまっていたOイース ト･エン ドにおける彼 ら
の活動 も､キ リス ト教的価値観の産業問題-の適用が第一であった｡｢オクスフォ
ー ド･ハ ウスの伝統は､は じめか らベイ リオル以上にキーブルの伝統であった｣
とも評 され､パ ターナ リスティックで ヴォランタ リーかつ宗教的色彩の濃い活動
の実効性 に対す る疑問はCSU内部にも高まっていた5｡そ して 1906年､ ウイ ド
1 杉本稔 『イギ リス労働党史研究』(1999),p.49.







リン トン(PercyWiddrington)や トー ニー らは､CSUを ｢ここに社会悪があるか
ら､まずそれに関する論文を読 もう｣ とい う団体に過ぎない と批判 し､教会社会
主義者連盟(ChurchSocialistLeague)を設立する｡彼 らは､｢キリス ト教は､社会
主義を実践する宗教である｣ とい う旗印を掲げ､国政の場で労働者の要求を確保







personality)｣であると主張 していた｡グ リーンにおいて､この ｢人格の完成｣は､
｢社会なくして個人はない｣ とい う言葉が端的に示すように､個人が社会 との関
係において達成するべきものであった｡そ してその社会のあ り方において最高の
価値理念 として措定されたのが､｢公共善(commonGood)｣の概念であった｡｢1880
年から 1910年 くらいにかけて､国民生活のいたるところに浸透 していた｣ と評
されるこのグリーンの哲学は､CSUのキリス ト教社会主義者にも大きな影響を
与えていた1｡ ゴアやイ リングワースといったルクサイ トは､グリーンから直接教
えを受けていた し､スコッ ト･ホラン ドは､グリーンの哲学サークルに属 してい
たoLかし､20世紀初頭には､グリーン哲学の--ゲル的な方向-の傾斜が 目立
ちはじめる｡そこでは､｢公共善｣の概念は､国家の ｢絶対精神(AbsoluteGeist)｣














的直接的関係 を持たなかったO しかるに､ボーザンケッ トにあっては､個人は国
家 と内的結合 を遂げぬ限 り道徳的存在た りえない｣のであった 1｡ボーザ ンケ ッ ト
は､グ リー ンの哲学か ら国家を重視す る哲学-のシフ トの理 由について､｢国家に
対す る要求が､全階級 を通 じて同一であることを示す経験の増大｣ があると説明
しているZ｡
テンプル-のオクスフォー ド学派の影響 を見る場合､従来の研究においてはグ
リーンの理想主義の影響が重視 されてきた ｡ --ゲ リズムに言及 され る場合 も､
その社会的調和-の信頼 といった理想主義的側面の影響が重視 されてお り､ボー
ザンケッ ト的な国家の捉 え方 との関係 についてはほとん ど触れ られていないo無
論､テンプルにおけるグ リーン哲学の影響は非常に大きい ものであった｡テンプ
ルがベイ リオル ･コレッジに入学 した当時の学長は､グ リー ンの最大の後継者ケ
ア ド(EdwardCaird)であった｡ケア ドに影響 を受けた者の中には､ トー ニーや福
祉国家の基礎 となる レポー トを提出す るビヴァ リッジ(williamHenryBeveridge)
らもいた3｡親 しい友人同士であった三人は､ケア ドの勧 めに従ってイース ト･エ
ン ド等の貧困地区でのセツルメン ト活動に協力 していた｡ このようなケア ドの理
想主義の下での経験は､テ ンプルの思想形成 に重大な影響 を残 している｡テンプ
ルは 1944年 に､アイアマンガ--の手紙の中で､｢わた しはケア ドに育て られた
のであ り､その習慣か ら離れ ることはできないのです｣と記 している4｡その一方
で､セツルメン ト活動のかたわ ら､｢ボーザンケ ッ トを読んでいた｣彼が､後期オ
クスフォー ド学派の影響を受けていた ことは明 らかである5｡実際その後の彼の著
書を見ると､そ こに後期オクスフォー ド学派の影響､ とくに--ゲルニボーザン
ケッ ト的な国家観の影響が色濃 く出ていることがわかる｡その影響は､テ ンプル
におけるキ リス ト教社会主義の意味､そ して教会観が､ゴアやスコッ ト･ホラン
ドのもの と異なってゆく大 きな要因 となっている｡
テンプルの社会観 ･国家観 を､1910年 の著書 『信仰 と近代思想(TheFa)'thaDd
ModeI･DThought)』に見てみると､彼 は社会に関 してまず､｢本当の社会 とい うも
のは､それを構成す る個人の集合以上のものである｣ と主張す るOそ して､その
直後に社会をイ ングラン ドに言い換 え､｢イングラン ドはわれわれが偶然､特定の
島に住んでいるとい う事実をあらわす名称ではなく､それ 自身の生命 を持 った精
神的存在であ り､それはわれわれが協力の内に貢献す る生命 である D それは､わ
1多 田真鋤 『イギ リス と ドイツの政治思想』(1979),p.112.
2Bosanquet,TLePhl'losoph'calTheol･y,PP.269-270.
3彼 ら三人は､当時か ら個人的交友関係があ り､ トー ニー とビヴァ リッジの妹は


















を構成す る伝統のひ とつ と数 えられているOそ して彼は､｢共通 目的(Common
Purpose)｣の所在の問題に話を進める｡社会意識は､個人の意識から構成 される｡
社会は､諸個人が ｢共通 目的｣のための協働によって結ばれたものである｡ した
がって､｢共通 目的｣は､多数の個人によって構成 されるひ とつのものとなる｡そ
れは､｢ひ とつの目的､多数の意思｣とい うことである｡彼は社会について､以下
のように強調 している｡｢社会は市民よりも少 しもリアルでないとい うことはなく､
また市民が第一で社会が第二とい うことでもない ｡ つま り､われわれが社会 と呼
ぶ 『生 きてい る事 実(livingfact)』 の 中で､市 民 は 『意識 の所在 地(seatof
consciousness)』なのである｣Oそ して ｢共通 目的｣は､社会の構成員たる市民に




捉え方に非常に近いものであった ｡ グ リーンはあくまで､個人の人格の完成に重
点を置いて ｢公共善｣ を捉 えていたO-方､ボーザンケッ トやテンプルにおいて
は､｢絶対精神｣あるいは ｢共通 目的｣に個人が従 うことを強調する傾向が強 くな
っている｡そ して彼 らにとって､その社会は限 りなく国家に近づいていたo しか
しながら､テンプルがここで強調 しているのが決 して抽象的な国家ではなく､一








ることす ら不可能ではないのか とい う自問に対 して､｢経験に基づ く道徳感覚｣に
従 うべきであると答 えている｡そ して彼 は､｢過去は非常に重要な意味を持ってい
るO-･･.･それは国民をその偉大な歴史に結びつけるのだ｣と述べた上で､｢信仰 と
実践の伝統の継承者｣である教会をその過去 を担 う重要な存在 として位置づける
のであるlo
言 うまでもなくこのような教会観 は､反エラス トス主義の下､国家の支配に対
抗 し､国民 とのつなが りよ りも教会の聖性 を強調するオクス フォー ド運動の後継
者達の教会観 とは明確に異なったものであったOテンプルが このような種類の教
会観 を持つ こと､あるいは受け入れ ることができた背景には､広教会主義(Broad
Church)の影響がある｡テ ンプルが､1894年 に入学 したラグビー校は､アー ノル
ド(ThomasArnold)が 1828年か ら 1832年までの校長在任時にパブ リック ･スク
ール改革 を行 った名門校であった｡また､広教会主義者 として有名であった父フ
レデ リク ･テ ンプル も､1857年か ら 1868年 まで同校の校長 を務 めていた ｡ アー
ノル ド自身 も､広教会派の国教会聖職者であ り､広教会派の思想に多大な影響を
及ぼ していたo彼以降の ｢広教会派の 自由主義は トマス ･アー ノル ドの流儀の古
典的人文主義を共通の基盤 とした合理主義であった｣とも評 されている20ァ- ノ
ル ドは､国家 と教会 との関係 について明確な理想 を持っていた｡彼は 1833年に
出版 した 『教会改革の諸原理(Pn'DClblesorC力uz･ChReroTm)』において､すべての
キ リス ト教徒による ｢国民教会(NationalChurch)｣の建設 を提案 している｡同書
が出版 されたのは､オクスフォー ド運動が開始 された年で もあったが､国民教会
を理想 としていたアー ノル ドは､オクスフォー ド運動には終始批判的な立場をと
っていた｡テ ンプルが入学 したのは､アー ノル ド時代か ら既 に半世紀以上後のこ
とであるが､ラグビー校は長 くアー ノル ドのエー トスを残 してお り､テ ンプル も
強い影響 を受けている｡彼の下で教会改革に従事 していたアイアマンガ-は､｢ア
ー ノル ドの教 えか ら､テンプルは国家-教会関係の理想 を受 け継 ぎ､それは長年
彼の思想 を支配 していた｣ と記 してい る30
教会 と国家 との関係 において､テンプル とアングロ ･カ ソリックの見解 の相違
が如実にあ らわれたのは､ ビレル教育法案(Birrell'sEducationBill)をめぐる論争
においてであったo この法案は､1906年 にキャンベル=パナマ ン自由党内閣の教
育院総裁 ビレル(AugustineBirrell)が提出 した もので､国家によるヴォランタ リー
学校 (多 くは国教会系)の指揮監督､地方教育当局-の教員任命権付与､公立学
校における非教派的宗教教育の実施な どを規定 していた ｡ 明確 にエラス トス主義
1Temple,TABNatul･eOfPel･SODall'ty,P.60.
2 新井明 ｢アング リカニズム とダー ウィニズム｣鎌井敏和他 (編)『イギ リス思想







ンプルはこの法案に賛意を表明していた ｡ 彼は､1906年 10月 4日､チャーチ ･
コングレス(Church Congress)での演説で､｢イ ングラン ドにおいて宗教的生活
(religiouslife)が無い理由は､国民的生活(nationallife)が無いからである｣と断言
するZ｡これに対 し､アングロ ･カ ソリックのモバー リー(WalterMoberly)は､｢テ
ンプルの立場は､その高い見識の割には､明 らかにエラス トス主義であった｣ と
評 している3｡アイアマンガ-は､テンプルの教育観について次のように述べてい
る｡｢イングラン ドの教育制度の中に､自由と正義 とい う二つの原理をほとんど見
出せないと感 じるたびに､テンプルは､国民教育(trainingofthenation'scitizen)
および国家の道徳的義務(moraldutyoftheState)とそれ らの原理 との関連を､全















ズ非国教化法案(welshChurchBill)が､1914年に可決 された (発効は 1920年)｡
この事件 は､ ダー ラムの首席 司祭(Dean)で あった- ン ソン(HerbertHensley
Henson)が 『ェディンバラ ･レヴュー(TheEd)'DburghRevJ'ew)』誌上で ｢ウェール
ズにおける非国教化 と教会財産没収が政治的に確実 となってお り､この議論が国
家 と教会の関係に注意を向けさせることになった｣と述べ1､また教会史家のパタ
ーソン(MelvilleWatsonPatterson)が､｢この法案は明らかに､それに続 くイング





教に対 して､国家-教会関係においてキリス ト教の国民的承認 と同時に､教会の
精神的独立のさらなる表現を保障するために､有効な改革を検討する委員会を任
命することを要望する｣とい う決議を採択 した3｡カンタベ リー大主教デ ヴィ ドソ













委員会は 1916年 に報告 〔以下､セルボー ン報告〕を提出す る｡ このセルボー
ン報告 にお ける最大の提案 は､主教院(HouseofBishops)､聖職者院(Houseof
Clergy)､信徒院(HouseofLaity)か ら構成 され る教会議会(ChurchAssembly)の設
立であった 1｡そ して､教会関連法案に関す る立法権の一部､すなわち法案策定 ･
提出権が､議会か らこの教会議会に委譲 され るべきであると勧告 していたZ｡その
背景には､世紀転換期以降における議会の管轄事項の飛躍的増大があった ｡ 議会
はもはや教会関連事項に審議時間を割 くことはできな くなっていた｡実際､1880
年か ら 1913年 までに､217本の教会関連法案が議会に提出されたが､その うち
183本が否決 されている｡その 183本の うち､裁決を経て否決 された法案 はわず
か 1本のみであ り､その他はすべて審議未了であった｡しか もその うち 162本は
一度 も審議 され ることがなかったのである3｡このような事情か ら､セル ボーン報
告の提案の大枠 には､国教会聖職者のほ とん どが同意 していた｡
聖職者だけでな く､セシル家のように国教会に利害を持つ政治家 もこの改革に
は賛成 していた｡セルボー ン委員会にも､委員長セルボー ン伯爵をは じめ五人の
セシル家に連なる政治家が委員に選ばれていた4｡その中のひ とり､ヒュ一 ･セシ








数 と信徒代表の数は同数 とされ る｡主教区協議会か ら､主教区の人 口比に従って､
教会議会の信徒院の代表が選ばれ る｡聖職者院のメンバーは､一部は職権上､他
は大執事区(archdeaconry)ごとに聖職者 の互選で選ばれ る｡主教院は､全主教区
主教 と､その他 の主教によって構成 され る｡
2 議会に提出す る法案 の採択には､教会議会の三院すべての賛成が必要 とされ る｡
三院の賛成で採択 された法案は､議会両院お よび枢密院教会委員会(Ecclesiastical
CommitteeofthePrivyCouncil)に送付 され る｡これをまず､教会委員会が審議 し､
その報告書を両院に､委員会の判断を付 して送付す るO委員会の判断が賛成であ
れば､提出法案は四十 日以内に否決 されなければ 自動的に通過 し､判断が反対で
あれば､議会で審議 され採決にかけられ る｡法案が議会を通過す ると､教会委員
会が国王に裁可を求める｡そ して事実上､ 自動的に裁可を受 け､議会法 として成
立する｡
3 Selboz･DeRepoz,i,p.29.
4 19世紀末か ら 20世紀初頭にかけて三期首相 を務めた ソールズベ リー侯爵(3rd
MarquessofSalisbury:RobertArthurTalbotGascoyne-Cecil)の娘を妻に持つ委員
長セルボーン伯爵､その息子 ウオーマ-子爵(viscountWolmer:RoundellCecil















とい うこと｣を意味 してお り､したがって国教会の将来にとって､｢選挙権の問題
は決定的に重要｣であった2,
具体的に論点 となったのは､選挙権の要件 として､堅信(confirmation)を受け
ていることとす るか､あるいは洗礼(Baptism)を受けていることとするか とい う問
題であった O セルボーン報告は選挙権に関し､｢二十一歳以上の､受聖餐者か､洗




彼は､｢今 日､イングラン ド国教会を復興す るために最 も根本的で不可欠な改革は､
メンバーシップの概念を回復することである｡ われわれが第一に求めるのは､よ
り多 くのキ リス ト教徒ではなく､より良いキ リス ト教徒であ り､より多 くの聖職
者ではなく､より良い聖職者である｣と述べている4｡ウェールズの非国教化 も支
持 していたゴアは､この委員会の審議 においても､イングラン ドにおける非国教
化を主張 していた｡彼は 1912年､ラングに向かって､｢どうした ら､国教制が存












-シップ意識を強 く持つ ｢良いキ リス ト教徒｣ と ｢良い聖職者｣によって構成 さ
れる共同体の再生を意味 していた｡
セルボーン報告は､非国教化を主張する委員が存在す ることを認めた上で､あ
くまで国教制の枠内で改革案を策定す るとい う原則を確認 している1｡その枠内に
おいても､上述のような教会観を持つゴアが､幼児期に通過儀礼的に受ける洗礼
ではなく､洗礼を受けた者が 自らの意思で信仰を確認す る堅信を選挙権の要件 と




しか しなが ら､堅信を要件 とすることにあたっては早 くか ら批判が浴びせ られ
ていたO グレイズブルークは､｢報告の提案 していることは一種の貴族制である｣
と批判 している｡ さらに彼は､セルボーン報告の堅信要件は ｢階級的｣であ り､





昇 してお り､1917年ではイングラン ド国民の七割を越 えていた5｡一方で堅信者
数は､二十数万人を数 える程度であった6｡
テンプルは､洗礼を選挙権の要件 とす ることを強 く主張 していたO彼は､｢なぜ
堅信を受けているだけで教会に行かない人が､堅信を受けられなかった人より優




国教会に包摂 しなければ､到底成 り立っものではなかった ｡
テンプルは 1917年の著書において､国教会-のメンバーシップを強調 してい













実際､個人は常に属 している社会のひ とつのあらわれであるOわた しはまず 自分
であって､それか らイングラン ド人なのではない｡わた しは､自分の親の子であ
るのと同様にイングラン ド人である｡イングラン ドとい う社会に対す るメンバー
シップは､わた しに とって最 も根本的なものである｣と記 している,さらに彼は､




る最大の､そ しておそ らく最後の機会である｣ と述べ､選挙権の要件を洗礼に変
更することを目的のひ とつ とするライフ･アン ド･リバティ運動(LifeandLiberty
Movement)と呼ばれる教会改革運動を展開す るZ｡彼はそのため聖ジェームズ教会
の司祭を辞任 し､全国遊説に駆け回っている｡一方､反社会主義者であ り､ゴア
やテンプルのキ リス ト教社会主義を批判 していた-ンソンも､教会観に関しては
テンプル と歩調を合わせていた｡- ンソンはセルボーン報告に対 して､｢フイギス
氏の 『近代国家における教会』がこの報告に理論的基礎 を提供 している｡--フ
イギス氏は､大胆にも教会を他の団体 と同じように分類 しているo教会が､大学




いO彼 らはイングラン ド人の最 も偉大な歴史的象徴のひ とつなのである｣ とも述
べている4｡
選挙権の要件は､教会外の人々をも巻き込んで展開されたライフ ･アン ド･リ
バティ運動の成果 もあ り､1919年の代議制教会会議において 159対 109の差で
洗礼- と変更 される5｡さらに､もうひ とつの象徴的な修正は､新たに設立され る
教会議会の正式名称が､｢教会議会(ChurchAssembly)｣か ら ｢イングラン ド国教
会の国民議会(NationalAssemblyoftheChurchofEngland)｣に変更 されたことで
ある60その後､議会に提出された授権法案は､304対 16の圧倒的多数で可決 さ












由として､著作活動に専念 したいとい うことを第一に挙げているo その一方で､












* * * * * *
19世紀末か ら世紀転換期にかけての国教会におけるキ リス ト教社会主義を主









いる｡彼 らの思想は多様で交錯 していた｡カンタベ リー大主教デヴィ ドソンや主





が重視する､キ リス ト教社会主義を推進 しようとするゴア､テンプル と､それに





ンプル､デ ヴィ ドソンらアーノル ド流の ｢国民教会｣ を理想 とする広教会派の教
会観 との対立､ とい う構図も明確に存在 していた｡また､-ンソンも教会観に関
して言えば､｢すべてのプロテスタン ト教会は国教会(churchofEngland)である｡
なぜなら､それは国民教会(churchoftheNation)だか らである｣ と述べているよ
うに､反ローマ ･カ トリック的立場は堅持 しながらも国民教会の理想を持ってい
た20これ らを考慮するならば､20世紀 とい う新たな時代にそれぞれが理想 と考




- トンの言 うように､テンプルが､ゴア､スコッ ト･ホラン ドから今 日のプ レス
トン､ブレアに連なるキリス ト教社会主義の伝統における重要な鎖の環であるこ







ゴアの言 う ｢われわれの大きな役割｣ とのジレンマの表出であった｡そ して国教
会は最終的に､聖性の希薄化を犠牲に､｢国民的地位｣を維持することを選んだの
であったOデ ヴィ ドソンが､上述のゴアの辞表において､当初 ｢教会の国教的地
位(establishedposition)を維持する代わ りに｣ とあった文言を､｢教会の国民的地
位(nationalposition)を維持する代わ りに｣と修正 させたことは､その関心を端的











戦間期､テ ンプルはエキュメニカル (教会再一致)運動の推進に力を注 ぐ｡1910
年 ､ エ デ ィ ンバ ラ にお い て 開催 され た 世 界 宣 教 協 議 会 (worldMissionary
Conference)を噸矢 とす るこの運動は､究極的には教会分断の長い歴史に終止符を
打つ ことを 目的 としていた｡テ ンプル の死後 1948年 の世界教会協議会(world
CouncilofChurches)の設立はその成果のひ とつであ り､その後 も教会一致を 目指
す運動は今 日に至るまで展開 され続けている｡
本章では､戦間期においてテンプルが指導 したェキュメニカル運動が､彼のキ
リス ト教社会主義運動 と双方向的に関わ りなが ら彼の教会観 を具現化 してゆく過
程を追い､その結果 として現れて くる新たな教会の姿が持つ意味を歴史的に位置
づけることを試み るO
以下では､まず第一節で 1924年 に開催 されたキ リス ト教政治 ･経済 ･市民会
読(ConferenceonChristianPolitics,EconomicsandCitizenship)〔以下､C0P
EC〕のキ リス ト教社会主義運動にお ける意義を確認す るとともに､エキュメニ
カル運動の中での位置づけを試みる｡第二節 において､戦間期､copECを起
点 とす るテンプルのエキュメニカル運動がキ リス ト教社会主義 との関連で どのよ
うな展開を示すのかを見る｡その後第三節で､ ドイツにおいてナチズムの隆盛 と







織 としてのスタンスを取ることが可能になった とい うことと同時に､そのような
スタンスを取ることを求められるようになった とい うことも意味 していた｡当面
要求 されたのは､第一次大戦直後の経済的困窮に対 して､国教会が どのような対
応を取るのか とい うことであった ｡ イギ リスでは第一次大戦の結果､石炭業 ･鉄
鋼業 ･造船業 といった輸出に依存する産業が世界市場の縮小などにより深刻な不




この時期の国教会の経済 ･社会問題-の対応 として最 も重要な ものは､1924
年 4月のC0PECの開催である｡議長を務めたのは､1921年以来マンチェスタ




ヨー ク両大主教に提出された『キ リス ト教 と産業問題(Chrl'stl'aDl'tyaDdIDdustz･1'al
problems)』と題する報告書である｡第一次大戦中､従軍牧師の経験などか ら一般
兵士の間でキ リス ト教の影響力が壊滅的な状況に陥っていることを自覚 した国教
会は､1916年 に ｢国内伝道(NationalMissionofRepentanceandHope)｣を展開
した｡その成果 として五つの報告書が提出されたが､その うちのひ とつが､ トー
ニー らが中心 となって作成 したこの報告書である｡ CSUの指導者のひ とりであ
った ウインチェスター主教 タルポッ トが委員長を務めたこの委員会は､オクスフ
ォー ド主教 ゴア､ トーニー､そ して労働党議員 ランズベ リー(GeorgeLansbury)
らによって構成 されていた｡同報告書は､現代の産業主義の問題はその競争原理
















域が抱える問題について調査を行い対策を提示 した｡そ して 1924年 4月､バー
ミンガムにおいて本会議が開催 されたのである｡開会式では国王ジョージ五世や





積極的な関心 とその問題を解決 しようとする意志を持っていることを示 した｡そ


















の影響 とい う観点からCOPECを評価 していることである｡ただしケン トが指
摘 しているように､C0PECをはじめとするテンプルの功績がこれまで過大に




では､ C0PECの持つ意味は大 きい｡ アメ リカの宗教学者ベネ ッ ト(John
Bennett)は､C0PECに関して､その後の ｢世界におけるこの傾向の最 も偉大
な代表者は､テンプルであった｣と評 している1｡さらにメソディス ト教会のウェ






するキ リス ト教意識を高め､もし深刻な産業問題が存在するなら､教会が何 らか
の行動に出ることを可能 とした｣と評 している3｡このように国教会の姿に与えた







1924年のCOPECについていまひ とつ注 目したいのは､社会介入の主体 とし
て想定されたのが国教会ではなく､｢キリス ト教会｣であったことである｡C0P
ECには国教会のみならず さまざまな教派か ら聖職者が参加 してお り､副議長を






4 『キ リス ト教 と産業問題』報告書および､C0PECの ｢産業と財産｣報告書
の作成に中心的役割を果た した トー ニーは､後に労働党の理論的指導者 となる｡
また ｢キ リス ト教 と産業問題｣委員会には､後の労働党党首ランズベ リーも参加







式典で ｢われわれは今 日ここで､誠実 さと希望に促 されたキ リス ト教会の中の精








年にエディンバ ラで開催 された世界宣教協議会に起源を持つ とするのが通説であ
る3｡同協議会の決議では､教派の違いに関わ らず ｢宣教の拠点(HomeBaseof
Missions)｣としての ｢神｣がひ とつであることが確認されている4｡このように､






に二つの対話ルー トが設けられた｡ひ とつは､主に諸教派の教義について話 し合
う場 としての ｢信仰 と職制(FaithandOrder)｣会議であるoアメリカ聖公会のブ
レン ト(CharlesBrent)によって提案 されたこの会議は､1927年 ローザンヌで第-
回会議を開催 し､1937年にはエディンバラで第二回会議を開催 している｡もうひ
とつは､スウェーデン ･ルーテル教会のウプサラ大主教ゼ-デルプロム(Nathan
SOderblom)の招碑によって 1925年にス トックホルムで第-回会議が開催 された
｢生活 と実践(LifeandWork)｣会議である｡第二回会議は ｢信仰 と職制｣ と同じ
く 1937年にオクスフォー ドで開催 され､この両会議の連絡の下､世界教会協議













が設置 され る｡その後､第二次大戦を経た 1948年 にアムステルダムにおいて世
界教会協議会が正式に設立 され､三つの会議 は最終的にこれ に吸収 され ることに
なるO
この時期におけるテンプル の役割をあ らか じめ見てお くと､彼は､1910年の世
界宣教協議会に学生キ リス ト教運動(StudentChristianMovement)〔以下､SC
M〕の代表 として参加 している｡その後､1927年 ｢信仰 と職制｣ローザンヌ会議
で ｢教会の性質(NatureoftheChurch)｣部会の副議長､1928年の世界宣教協議
会エルサ レム会議では､｢他宗教 との関係 にお けるキ リス ト教か らのメッセー ジ
(ChristianMessageinRelationtoOtherReligions)｣部会の議長を務めている｡
さらに 1929年 8月以降は､｢信仰 と職制｣継続委員会の委員長をブ レン トか ら引
き継 ぎ､ヨー ロッパ諸国で準備会合を幾度 も主催 している01937年には ｢信仰 と
職制｣エディンバラ会議 を議長 として主催 し､同年の ｢生活 と実践｣オクスフォ
ー ド会議で も ｢最終メッセー ジ｣の草稿 を作成す るな ど重要な役割を果た してい
る｡また世界教会協議会の設立を決めたユ トレヒ ト会議では議長を務め､暫定委
員会 の委員長 にも選 出 され るが､彼 は世界教会協議会の設 立を見 ることな く､
1944年 に世を去っているO以上が､戦間期のエキュメニカル運動 とその中におけ
るテンプルの役割の概略である1｡
このようなエキュメニカル運動の流れの中で､C0PECの開催は どの よ うに
位置づけ られ るであろ うか ｡ この点で､C0PECにおけるSCMの役割が注 目
され る｡SCMは､1890年代か ら形成 され始 めた学生による超教派的なキ リス ト
教団体であった｡テンプルはオクスフォー ド在学中にこれに参加 し､それ以来積
極的な貢献をしているo その SCMは 20世紀初頭､数多 くの学生を集 める一方
で 自らの福音主義的起源 と宗教性 を希薄化 させてゆき､活動の重点を社会改良-
と移 し始 める20 その一方で SCMは､｢プ ロテスタン ト教会のエキュメニカル ･
シンクタンク｣としての性格 も併せ持っていた3｡ケン トや ウイル キンソンな どC














その起源を 『キ リス ト教 と産業問題』報告書に求めているが1､より広い観点から
copECを位置づけるなら､このSCMの影響も無視できない01909年､SC
Mの方針転換が見 られる時期に､テンプルはマ ッ トロックにおいて SCMの会議
を議長 として開催 している｡主題は ｢キ リス ト教 と社会問題(Christianityand
socialProblems)｣であった｡同会議は､キリス ト教会の社会問題-の介入を主張
するとともに､テンプルを議長 として社会問題に関心を持つ聖職者による超教派
的団体 コリジウム(Collegium)を設立 したOそ してコリジウムは､1919年にCO
pECの開催を提案 し､1920年以降copECの準備作業をその中心 となって行
っている20このことは､テンプル 自身 ｢copECはマッ トロックの直接の結果
である｣ と述べていることからも見て取れる3｡
scMに起源を持つコリジウムの介在は､テンプルが開会演説においてC0P
ECを翌年の ｢生活 と実践｣ス トックホルム会議にイギリス側の見解を提出する
ための準備であると位置づけていることとも合わせて､COPECのエキュメニ
カル運動的な性格を裏づけている4｡さらに､副議長ガ- ヴィ-も､著名なエキュ













第二節 エキュメニカル運動 とキリス ト教社会主義
(-)テンプルのエキュメニカル運動観
copECにおいてテンプルは､｢キ リス ト教会｣とい う基盤の上にキ リス ト敬
社会主義運動の推進を図ったが､世俗化が進行する一方で教派間の対立が依然 と
して存在 していた当時のイギ リスにおいて､この基盤は必ず しも実体のあるもの
ではなかった｡戦間期におけるテンプルの一連の活動は､この失われた基盤 を確




整理 し､それが実際の運動の展開の中で どのように具現化 されていったのかを考
察す るO
テンプルによるエキュメニカル運動の特徴のひ とつは､｢キ リス ト教会｣として
彼が想定す る枠組みの性質にある｡教会の一致(unity)に関 して彼は､｢一致は､
達成 されるとしても､合併 としてではない｣とい う点を強調 している1｡彼はまた
後に､｢一致を再確立 しようとする際の困難は､ひ とつには多様性に対 して一致を
強調 し過ぎていることにあると思われ る｣とい う認識を示 している2｡多様性を保
持 しつつ一致を図るなら､その結節点をどこで確保するのか とい う問題が生 じる
が､これに関 してテンプルが一貫 して主張 していたのは最小限の ｢信仰｣であっ
た3｡彼は ｢信仰 と職制｣会議に深 く関与 していたが､その一方で ｢再一致のこと
1 W.Temple,GeDl'usortAeCAuz･chofEDglaDd(1928),p.3.
2W.Temple,TheCムuz･cALooksForwal･d(1944),p.26.
3 前章で触れたようにテンプルは 1912年､神学論文集 『ファウンデーシ ョン』
に寄せた論文の中で､キ リス ト教信仰の条件 として ｢キ リス トの神性｣を認める
ことを特に挙げているoTemple,'TheDivinityofChrist',FouDdatl'oDS.また
1933年にキ リス トの神性 を認めないユニテ リアンが国教会の礼拝堂で説教 した
事に対 して強い批判の声が上が りキ リス ト教の正統性の｢限界｣が問われた際も､
テンプルはヨー ク大主教 として､｢キ リス トの神性｣を認めることがキ リス ト教の
条件であると宣言 し事態を収拾 している｡ これは同時に､この条件を満たすな ら
非国教会の聖職者 も国教会の礼拝堂で説教す る可能性を認めるものであ り､当時
ウインチェスター主教であったガ-ベ ッ トが指摘 しているように教会一致-の大
きな前進であった.Iremonger,Wl'111lam Temple,p.470;C.F.Garbett,The
C/al'msoftheCAuz･cAoFEDglaDd(1947),p.249.さらに､国教会教義委員会
(1922年設置､1925年以降テンプルが委員長)が 1938年 に提出した 『イングラ
ン ド国教会における教義』においても､｢明確 なアングリカン神学の体系 とい うも
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を考える際､教会の基礎 として信仰 と職制を同じレベルで考慮するとい う前提に､
私は全 く同意することが出来ないo信仰は完全に不可欠であ り､一致が可能 とな
るためには重要な論点での同意が必要である｡ しかし､教会の維持に必要な職制
に関して同意に至ることはそれほど重要ではない し､少 しも本質的でないと思わ




それは､深 くとい うよりは､あま りに頻繁にそして長 くとい う意味においてであ
る｣と述べている2｡テンプルのエキュメニカル運動観を整理するならば､教派間
の教義あるいは職制の違いを相対化する一方で､最小限の ｢信仰｣を核 とした ｢キ
リス ト教会｣ とい う枠組みを作ることを目指すものであった と言えよう｡
次にテンプルが目指す ｢キ リス ト教会｣の枠組みを世俗社会 との接点から見る
ならば､聖職者 と信徒の役割に関する認識が注 目されるO既に第一次大戦中のラ




ちの方が聖職者 よりも知的に優れていると感 じているか らだ｣と述べている3｡聖
職者が知識を独 占した時代は遥か遠 くに去 り､神学が世俗的学問によって攻撃さ
れる状況において､聖職者の居場所をあらためて設定 し直す必要があった｡この




ス ト教信仰を思い起こさせ るのである｡ しかし､実際の改革は信徒によってなさ
れねばならない｣と述べている4｡聖職者が原則を提示 し､信徒がそれに基づいて














行動するとい う構図である｡このように､一方でエキュメニカルな ｢キ リス ト教
会｣ とい う枠組みを構築 し､他方でその枠組みの ｢基礎｣ として世俗社会で活動
する信徒を取 り込むこと､これがテンプルの理想 とする教会像であった｡
したがって､もはや聖書的な言説が説得力を持たない時代において1､人々に｢キ
リス ト教信仰を思い起こさせる｣ため､さらには彼 らを ｢キ リス ト教会｣に取 り
込むため､教会はエキュメニカル運動による枠組みの形成 と並行 してキ リス ト教
社会主義運動を展開する必要があった｡それは具体的には､聖職者が信徒に対 し
提示する原則が現実の社会問題を踏まえた ｢中間原理(MiddleAxiom)｣であるこ
とを意味 した｡テンプル と親交のあったアメ リカの聖職者フレッチャーは､テン
プルの宣教の特徴が､｢回心を導 くのは､教義ではなく活動である｣とい う考え方






は､混同体なのである｣とい う教会理解 と深 く結びついている3｡国教会が伝統 と
慣習に拠った既存の体制では存続できないとい う危機感の下で､より包摂的な｢キ
リス ト教｣を提示 した上で､｢この世の市民｣との接点を保つ必要があるとい う彼







は､この方針に不快感を示 していた4｡ロビンス(KeithRobbins)が- ドラムを ｢和
協的(eirenic)｣神学者 と評 しているように､- ドラムがエキュメニカル運動に求
めていたのは､何 より教派間の神学 ･教義における相互理解 と協調であった5｡彼
1 テンプルは､｢われわれは､罪 とい う言葉にほとんど意味を見出さず､救済 とい













事実上 『信仰 と職制』運動を台無 しにしている｡その上､エキュメニカル運動の
多くをも破壊 しているのではないか｣ と強 く批判 している20
-万で､戦間期に三期にわた り政権に就いた首相ボール ドウインの教会観 も重
要であろう,彼は､｢イギ リス的生活の基盤 としてのキ リス ト教を再確認 し､公共
宗教を提唱 していたO-･-･また､第一次大戦後の教派間の協調を歓迎 していたが､
それは 『共通の敵』に対す る教会一致の必要性を認識 していたからであった｣と
評 されているように､キ リス ト教会の意義およびそのエキュメニカル運動を積極
的に評価 していた3｡その意味でボール ドウインは､｢全キ リス ト教徒に超教派的
な訴えをした最初の首相｣であった4｡ しかしながら､彼のキ リス ト教はあくまで
保守党の伝統の中のキ リス ト教であった｡この点でボール ドウインが ｢宗教では
なく政治が価値基盤の源泉 となるべきである｣ と認識 していたとい うケン トの指
摘は重要である50ボール ドウインの政治､すなわちイギ リス保守主義には､不可
欠の要素 としてキリス ト教が含まれていた ｡ しかしながら､そのキリス ト教はあ
くまで ｢イギリス的生活のキ リス ト教的基盤｣ をひ とっの軸 として第一次大戦後
の社会の安定を図るボール ドウインの政策に資する限 りのものであった6｡それは､
キリス ト教の論理を用いて社会改良を目論むテンプル らキ リス ト教社会主義者が
主張するキ リス ト教 とは､到底相容れないものであった｡
(二)1926年炭鉱ス トライキ
新たな ｢キリス ト教会｣ とい う理念を抱 くテンプルのエキュメニカル運動は､
既に見たようにキリス ト教社会主義 と密接に関連することが特徴であった｡それ
は､神学的対話を志向する- ドラムのエキュメニカル運動や､イギリス保守主義













況があった01925年 の戦前 レー トでの金本位制-の復帰は輸 出業に打撃 を与え､
不況をさらに悪化 させ ることになる｡資本家側はこの危機 に際 し､賃金切 り下げ
を含む合理化策で生き残 りを図った｡1926年 3月に提出されたサ ミュエル委員会
報告は､労働者 が求めていた炭鉱の国有化 を拒否す るとともに､補助金の打ち切
りと一定の賃金切 り下げを認めるものであったO しか しなが ら労働時間の延長や
地区別賃金制を求める資本家側 はこれ を受 け入れず､また労働者側 も ｢1ペニー
の減給 も無 し､ 1分の労働時間延長 も無 し｣ を旗印に提案 を認 めなかったため同
年 5月 1日か らロックアウ トが開始 され る｡さらに賃金切 り下げが他 の産業に及
ぶ ことを恐れた労働組合会議(TradesUnionCongress)が炭鉱労働者 を支持 し､同
月 4日か らゼネス トが開始 された｡
これに対 して､カンタベ リー大主教デ ヴィ ドノンは 5月 5日の上院演説 におい
て､ゼネス トを ｢軽率で有害である｣ と批判 している1｡また､9日にローマ ･カ
トリック教会の枢機卿 ボー ン(FrancisBourne)が ウェス トミンスター大聖堂での
説教において､｢ゼネス トは合法的に立て られた権威に対す る真っ向か らの反逆で
あ り､---われわれが神に負っている服従の義務-の反抗､慈善 と兄弟愛の否定
である｣ とさらに強い調子で批判 した際も､国教会の聖ポール大聖堂の参事会員
イング(william Ralphlnge)はいち早 くこの見解 を支持 している2｡また､ダー ラ
ム主教- ンソンもボーンの説教 を ｢明確かつ適切で､有益である｣と評価 した上､
『ノーザン ･エ コー(Noz･them Echo)』誌 にゼネス トを批判す る記事 を掲載 してい
る3｡5月 4日か らのゼネス ト自体は結局 12日に終結す るが､炭鉱労働者 のス ト
ライキはその後 も半年以上続 くことになる｡
この ス トライ キ に際 してテ ンプル らは ､石 炭 争議 に関す る教 会 常置 会議
(StandingConferenceoftheChristianChurchesontheCoalDispute)〔以下､常
置会議〕を組織 し､仲介に乗 り出 した｡常置会議 には国教会か ら十名の主教が参
加 し､かつて 『キ リス ト教 と産業問題』報告書の作成にも加 わった リッチフィー
ル ド主教ケンプ ソー ン(JohnKempthorne)が議長 を務 めた｡彼 らは､サ ミュエル
報告に基づいた労使間の調停 を試みる とともに､政府に対 しては同報告 をより受
け入れ易 くす るよ うな修正を求めたO結果か ら述べると､この常置会議 による介
入は完全な失敗 に終わった｡労使間の調停 は難航 し､5月 19日に行われた首相ボ
ール ドウインとの会談においても､教会の政治介入を嫌 うボール ドウインにより
会談に先立って提案 を拒否 されていた｡テンプルは後に､ボール ドウインが ｢教








がアタナシウス信経の改訂 を検討するの と同 じことだ｣ と述べていた と記 してい
る1｡このような中で､保守系政治家や- ドラム､-ンソン､イングといった聖職
者か ら常置会議の介入が労働者を勇気づけス トライキをむやみに長引かせている
とい う批判が強まる｡そ して 8月 9日､デ ヴィ ドソンに常置会議の介入は有害以
外の何 ものでもないと批判 されたのを受けて､翌 日テンプル らは撤退を決意 した ｡
11 日付の 『タイムズ』では､｢主教達は共産主義者の民にはまったのだ｣ とまで
批判 されている2｡結局 11月まで続いた炭鉱労働者のス トライキは､労働者側の
完全敗北に終わることになる｡
このス トライキ-のテンプル らの対応に関す る先行研究の評価は､社会問題-
の介入､すなわちキ リス ト教社会主義的側面を重視 し､その上で常置会議の介入
の是非および有効性 を問 うものが中心である｡ケン トは､常置会議の最大の誤算
は首相を動かせ ると信 じていたことだ とした上で､結局テンプル らが有効な政治
組織を持っていなかったことが問題であった としている30またノーマン(Edward
RobertNorman)は､主教宮殿や神学校な どで生まれた教会の急進主義 と現実社会
の帝離が暴露 された と4､サゲイ ト(AlanM.Suggate)は､ス トライキはCOPEC
のナイーブさ､その理想 を現実社会に反映 させ ることの難 しさを教えた と評 し5､
ともにその実効性の無 さを指摘 している｡一方でスペンサーは､テンプル らの政
治的影響力の欠如を指摘 しつつも､長期的に見れば 20世紀における国教会の介
入主義の先駆けとなった とい う肯定的評価 も付 している6｡
これに加えて､キ リス ト教社会主義的側面を重視するこれ らの研究においては､
ス トライキに参加 した労働者 に対する支援 とい う側面が強調 されている｡ケン ト
は､テンプルが社会のパ ワー ･バランスの変革を目指 していた として､この点で
のボール ドウインとの対立を重視 している7｡また-イスティングズは､明確 に労
働者側に立たないのであれば､はじめから介入するべきではなかった と批判 して







7 Kent,Wl'111'am Temple,p.144.ケン トは国民統合に焦点を当てた論文におい
ては､戦間期テンプル とボール ドウインが ともにある種 ｢宗教的｣な要素を用い















と非国教会の関係を整理 してお く必要がある｡ サザ-ク主教 として常置会議に参
加 していたガ-ベ ッ トは､20世紀初頭の国教会 と非国教会の関係は最悪(most
unhappy)であったと述懐 している｡状況を大きく変えたのは第一次大戦であった｡






の世俗化｣を挙げている｡その上で彼は､政治 ･社会 ･教会の ｢合成体(amalgam)｣




を受け継 ぐと同時に､エキュメニカル運動 とキリス ト教社会主義運動が結びつく
基点 となったことは既に述べた通 りである｡
ス トライキのさ中に-ンソンは､｢すべてのキ リス ト教徒が賛同し､すべてのキ
1Kentl,Wl111'am Temple,pp.143-148,pp.1891190.
2Garbett,T力EClal'mb10ftAeCAurchofEDglaDd,pp.245-246.
3 1906年には 185名の非国教徒の下院議員の うち 157名が 自由党､20名が労働
党あるいは自由=労働派､6名が保守党の所属であったが､1935年には 65名の議
員の うち､9名が自由党､16牽.が 自由国民党､29名が労働党､10名が保守党の











リス ト教会 が協力す る とい うテ ンプル主教 の 『キ リス ト教社会学(christian
sociology)』の夢｣を批判 しているが､ス トライキ-の介入に際 してのテ ンプルの
思惑はこの言葉に要約 されているであろう1,テンプルはス トライキの前年､エキ
ュメニカル運動において主導的役割を果たす ことがイングラン ド国教会の任務で
あると語っている2｡この言葉の通 り､テンプル ら国教会の聖職者が中心 となって
設立 した常置会議に多 くの非国教会の聖職者が参加 していたことは注 目に値する｡
常置会議にはC0PECで副議長を務 めた会衆派のガ- ヴィ-をは じめ として､
バプテス ト連盟議長オーブ リ-(MelbournEvansAubrey)､会衆派連盟議長ベ リー
(sidneyBerry)､ウェズ レ-神学校校長 ロフ ト- ウス､メソデ ィス トの社会活動家
カーター(HenryCarter)､クェ-カーのニコル ソン(W.S.Nicholson)ら非国教会か
ら多 くの要人が参加 していた o この うちオーブ リーは､非国教会相互の一致のみ
ならず､国教会 との一致をも主張 し注 目を浴びたバプテス ト連盟議長シェイクス
ピア(JohnHowardShakespeare)の後継者であ り､彼 自身 も後に非国教会の連合組
織である自由教会連盟会議(FreeChurchFederalCouncil)の議長を兼任 し国教会
との関係改善に努めている3｡またベ リー も､第二次大戦時には同会議議長代理 と
してカン夕べ リー大主教ラングらとともに ｢イギ リスにおけるキ リス ト教秩序(A
ChristianOrderinBritain)｣について講演 しているように､国教会 との協力を含
めたェキュメニカル運動に積極的に関わっている4｡ 彼 らの常置会議-の参加は､
テンプルの ｢キ リス ト教社会学の夢｣ をエキュメニズムの面で補強するものであ
り5､このス トライキ-の介入をキ リス ト教社会主義運動のみな らずエキュメニカ
ル運動においてもその進展の一段階であると捉えるべきであることを示 している｡
加 えて､この介入がキリス ト教会 と労働者階級 との関係に与えた影響について
も､エキュメニカル運動の側面およびテンプルの教会観を考慮に入れて検討する
必要があるOテンプルは ｢イギ リスの歴史において権力は王か ら貴族-､貴族か
















しつつあることを強 く認識 していた1｡彼は 1905年から労働者教育協会で教鞭を
とってお り､1908年か ら 1924年まではその議長を務めている｡彼が聖職に就 く






していたテンプルにとって､｢キ リス ト教会｣に労働者階級を取 り込むことは最優
先の課題であった｡
テンプルは､｢ス トライキ参加者 も政府 と同じように国家の福祉に関して意見を
提示することができるし､それに基づいて行動す る権利 も持 っている｣ と述べて
お り､社会正義の一環 として炭鉱労働者の行動を支持 していた30 また､ス トライ
キの指導者は常置会議の介入を ｢諸教派の代表による和解のための偉大な意思表
示｣であると歓迎 し4､新聞も ｢教会は政府が失敗 した炭鉱労働者の信頼を得るこ
とに成功 した｣ と評 しているように､常置会議はス トライキ参加者か らの支持を
得ていた5｡しか しその一方でテ ンプルは､ス トライキが共同体に与える悪影響 を
批判 してお り6､労働組合による階級利益の重視を攻撃 している7｡ 実際テンプル
は､常置会議の中で炭鉱労働者側 に立って戦 うべきであるとい う提案が出された
際も､教会の本分はあくまで両者の仲介であるとしてこれに反対 している8｡この
点で､ス トライ キに際 してボール ドウイン とテ ンプルが ともに ｢包摂的言語
(inclusivelanguage)｣ を用いて国民統合を目指 した とい うグ リム リー(Matthew
Grimley)の指摘は重要である90テンプルにとって､｢キ リス ト教会｣ とい う枠組



















｢キリス ト教会｣ とい う認識が生 じてきたことも重要である｡テンプルの盟友で
あった リッチフィール ド首席司祭アイアマンガ-は､｢組織的宗教はこれまで特権
階級の反動精神の権化であ り､労働者階級の福祉 と進歩に一貫 して反対するもの
と見ていた｣組合員が､ス トライキ-の介入に際 して､｢著名な教会指導者の教派
に左右 されない公平な態度｣を評価 し始めたことに注 目している10 事実､ス トラ
イキに際 して 『ェ コノミス ト(EcoDOm)'st)』誌 の編集長 レイ トン(WalterThomas
Layton)らとともに私的に仲介に当たっていたローン トリー(BenjaminSeebohm
Rowntree)は､テンプルに宛てた書簡の中で ｢炭鉱労働者は､全キリス ト教会(the
wholeoftheChristianChurches)の支持を受けていると認識 していた｣ と記 して
い る20
このような観点からテンプル らによるス トライキ-の介入を見直すなら､社会
介入を通 じて ｢キ リス ト教会｣の姿を国民に提示 しようとい う姿勢が見えてくる
だろう｡-ンソンや- ドラムはこのような姿勢に強 く反対 してきたが､この対立
の背景には個人 と社会のどちらに教会が働きかけるべきかとい う問題が潜んでい
る｡-ンソンは､｢社会を変革することによって､個人を回心させることはできな
い｡個人を回心 させることによって社会を改良できるのである｣ と信 じていた3｡
彼にとってC0PECや炭鉱ス トライキ-の介入は教会の領分を逸脱す るもので
あり､厳 しく批判 されるべきものであった｡また､- ドラムも-ンソン同様､｢教
会の働きは政治や経済､社会機構に関することにあま り煩わされるべきではない
と思 うo･･･-･む しろ諸個人にキリス ト教的な生活を送れるようにすることが教会
の義務である｣と考えてお り4､-ンソンと同じくス トライキ-の介入を強 く批判
している5｡ 一方でテンプルは､｢われわれは､人々がまず完全になって､その後

















キ リス ト教の影響力の回復 を図る選択をした｡諸個人の回心のためには多様なキ
リス ト教会の存在 も有効であったが､広 く社会にキ リス ト教の価値観を提示す る
ためには､諸教会が一致 したエキュメニカルな ｢キ リス ト教会｣である必要があ
った｡その意味では､テンプルのキ リス ト教社会主義そのものにエキュメニカル
運動が内在 していた と言 えるだろう｡
(≡)1937年オクスフォー ド会議
1930年､ロン ドンにおいて第七回ランベス会議が開催 された｡世界各国か ら国
教会系譜教会 (アングリカン ･コミュニオン)の代表が集 うこの会議に､非国教会
か らガ- ヴィ-やオーブ リー､ベ リー らが招かれている1｡この会議で ｢一致に関
する委員会(committeeonUnion)｣の委員長を務めたテンプルは､非国教会の代
表を招請 したことは｢新たな進歩の希望｣に基づいてのことであると述べている2｡
この教会一致-向けての ｢新たな進歩の希望｣は､キ リス ト教社会主義 とい う方
向性 を持つものであった｡テンプルは 1930年代以降も､エキュメニカル運動の
指導者 とともに社会介入を続けている01933年にテンプルが失業問題に関する調
査委員会を設置 した際も､そ こで指導的役割 を果た したのは､｢生活 と実践｣普遍
教会会議(UniversalChristianCouncilforLifeandWork)議長のチチェスター主
教ベル(GeorgeBell)､テンプル とともにSCMの代表 として 1910年のエディン
バ ラ会議に参加 していたモバー リー､世界宣教協議会議長でその後 ｢生活 と実践｣
会議議長 も務 めたス コッ トラン ド自由教会 のオール ダム(JosephHouldsworth
Oldham)らであった｡
このような社会介入の方向性は､1937年 7月の ｢生活 と実践｣オクスフォー ド
会議でも確認 され る｡前回のス トックホルム会議では､対立が予想 され る教義面
での議論を避けようと努めたものの､結局諸教会の代表が合意に至ることができ







3 ス トックホルム会議では､｢教義は分裂 させ るが奉仕は一致 させる｣とい うスロ
ーガンが語 られている｡テンプルはエキュメニカル運動において､｢信仰 と職制｣
会議の継続委員長を務め､1937年には ｢信仰 と職制｣エディンバ ラ会議を議長 と




オクスフォー ドにおいて ｢教会 ･国家 ･共同体｣を主題 として第二回会議が開催
されたのである1｡テンプルは議長を務める ｢信仰 と職制｣エディンバラ会議が翌
月に控 えていたためオクスフォー ド会議に深 く関与 していないが､会議の主導権
を握 っていたのは議長のベルをは じめ､オールダム､モバー リー らテンプル とと
もに社会 問題 に関わってきた人物 であった｡会議 の第一部会 ｢教会 と共 同体
(churchandCommunity)｣報告書は ｢今 日､教会は人々の 日常生活 との密接な関
係の再確立を求められている｡--神の御言葉は説教 され るだけでなく行動によ
って示 されなければならないO-･･･教会がこれまで指導的な立場にあった領域は
国家や共同体に取って代わ られた ｡ しか しこれは教会が新たな活動の領域 と方法
を求めることを促す ものである｣ と述べ､教会が社会 との接点を積極的に確保す
るべきことを主張 している2｡ さらにオールダムは予稿集において､｢福音書の倫
理的要求に見 られる純粋な一般論 と具体的状況に対 して要求 される決定の問には､
『中間原理(MiddleAxiom)』 とい うべきものが必要である｣ と述べている3｡ この
文言は既述のようにC0PECで象徴的に用いられた言葉であ り､オクスフォー
ド会議においてもテンプルのキ リス ト教社会主義が色濃 く影響 していることが分
かる｡
この ｢生活 と実践｣オクスフォー ド会議において､｢信仰 と職制｣会議 と合同し
て世界教会協議会を設立す ることが決定 され る｡ この決定は､当初福音宣教の場
における協力か ら始まったエキュメニカル運動が､政治 ･社会 との関係を深めて
ゆく分岐点 となるものであった4｡ - ドラムはこの提案に対 して､｢それはわれわ
れ 『信仰 と職制』のメンバーを､常に政治に介入 しキ リス ト教 と社会主義を同一
視す るような熱情に動かされている 『生活 と実践』に近づけて しま う｣ とい う危
倶を述べている50しか しなが らこの時点で- ドラムのような立場は少数派であ り､
翌年にはテンプルを議長にユ トレヒ トで準備会議が開催 され､第二次大戦後に世
界教会協議会が設立されることになる｡
一方､イギ リス国内に目を向けると､1940年の教会議会でテンプルは､世界教
1会議の準備に指導的役割を果た したオールダムは､｢キ リス ト教徒にとって､教
会 ･国家 ･共同体の関係ほど緊急に議論を要する問題はない｡われわれの時代に













作ることを提案 し､ ともに了承 されている｡ そ して 1942年 9月､テンプルを議
長 として英国教会協議会(BritishCouncilorChurches)が設立される｡聖ポール大
聖堂で行われた設立記念式典で彼は､｢キ リス ト教の基本原理が疑いなかった時代､
教派間の区別に強調点が置かれたのは 自然なことであろう｡ しか し今 日のように
キ リス ト教の原理が広 く挑戦 され､多 くの点で明確に拒絶 されている時､最 も大
切なことはキ リス ト教それ 自体の明確で一致 した証言である ｡ カ トリックとプロ




キ リス トの名における試み､彼を個人的生活 と同様社会においても救い主 として
高める機会である｣ と述べている｡ また､｢新 しく設立される英国教会協議会は､
われわれの一般生活に対 して新たなチャンネル となるであろ う｣ と述べているよ




動はキ リス ト教社会主義運動 と同時並行的に進展 したO重要なことは､テンプル
の運動の結果 として現れて くる ｢キ リス ト教会｣の理念が､具体的には国教会を
核 とする ｢国民教会｣ とい う形をとったことであるO これは彼 自身が以前から理
想 としていた教会の姿である以上､自然な結果であった｡その意味では､彼の ｢国
民教会｣の内容 ･要素がキ リス ト教社会主義 とェキュメニズムであった と言 うこ
とができるOつま り､テンプルの志向する ｢国民教会｣の性質は､制度的なもの
ではなく､む しろ世俗社会 との接点を確保 しつつ教派間対立を和 らげることによ














テンプルが大主教 として名実ともに国教会の指導者 となった 1930年代､大陸





第三節 ナチズムの台頭 と ｢国民教会｣
(-)政教関係をめぐる問題
1930 年 9 月 の選 挙 で 第 二 党 に躍進 した 国 家社 会 主 義 ドイ ツ労働 者 党
(NationalsozialistischeDeutscheArbeiterpartei)〔以下､ナチス〕は､その党綱
領第二十四条で宗教について次のように規定 していた｡｢我々は､国家の存立を危
くせず､またはゲルマン人種の美俗 ･道徳感 に反 しない限 り､国内におけるすべ
ての宗教的信仰の自由を要求する｡わが党は､か くのごときものとして一定の宗
教的信仰に拘束 されることなく､積極的なキ リス ト教の立場 を代表する｣ 1｡1933
年 1月に政権に就いたヒ トラーは､｢キ リス ト教はわれわれの倫理的基盤である｣
とい う声明を発表 し､福音主義教会の監督(Bischof)らはこれを概ね好意的に受け
止めた2｡同年 9月にはナチスに同調す る｢ドイツ的キ リス ト教徒｣の力を背景に､
帝国教会監督にミュラー(LudwigMtiler)が選出され､その後ナチスによる教会統
制はこの親ナチ派のミュラーを中心に効率的に行われてゆくことになる｡
その一方で､ナチスの教会政策に対す る抵抗 も早 くか ら見 られた01933年 3
月には､ヴユルテンプル ク領邦教会監督 ヴルム(TheophilWurm)や古プ ロイセン
合同教会のディベ リウス(OttoDibelius)らが､｢教会の自由と独立｣を守 るために
ナチスの干渉に対する批判 を展開 している｡また同年 9月には､教会に対するナ
チスの指導要求や ｢アー リア条項｣の強制を信仰告 白の障害であると認識 した聖
職者 らによって牧師緊急同盟(Pfarrernotbund)が設立されるO翌 1934年にはここ
か ら告 白教会(BekennendeKirche)が形成 され､終戦まで ｢教会闘争｣が続けられ
ることになる3｡彼 らの抵抗は､教会活動-の不当な干渉に対す る ｢純粋に教会的
な動機｣か ら行われたものであ り､ナチス政権に対す る政治的な批判を意図 して
いたわけではなかった40その背後にはルター的な政治 と宗教の二分法､いわゆる
1W.Hofer(ed.),Dez･Natl'oDalsozl'all'smub-:DohumeDte1933-1946(1983)[#仁
郷繁訳 『ナチス ･ドキュメン ト』,1972】,p.44.
2 福音主義教会は､1922年に ドイツ福音主義教会同盟を結成 したルター派､会衆
派および古プロイセン合同教会を指す0












メラーは ｢神によって委託 された自分の民族にたいする責任を何び ともキリス ト
者から取 り去ることはできない｣と述べ､ヒ トラーの怒 りを買ったのである20 ヴ
ルムら福音主義教会の監督は､ニーメラーの政治介入を非難するとともに､これ
を機に帝国教会に対する協力- と方針を転換する3｡他の聖職者 も､ニーメラーは
｢教会的要件か ら政治的な事柄に不当にも干渉 した｡こうして二王国論を侵害 し､
国家に対する不忠誠 とい う嫌疑を教会に招｣ くとい う ｢最悪のものと思われるこ
と｣をした と厳 しく批判 している4｡
その後 もヒ トラーに警戒され続けたニーメラーは､1937年 7月に逮捕 されるが､
イギリスにおけるエキュメニカル運動の指導者- ドラムはこの件に関して､『タイ
ムズ』にコメン トを寄せている｡そこで彼は､｢ニーメラーは現在ナチス政権によ
って収監されているが､それは彼が頑なに説教壇で政治を論 じるとい う罪を犯 し
たからである｣と批判 し､｢政治 目的のために説教壇を用いないことに同意するな
ら､彼はただちに解放 されるであろうと聞いている｡イギ リスにおいて さえ､わ
れわれは政治的な説教を好まないのである｣と述べている5｡- ドラムは､政治 と
宗教の領域を峻別する理論を ドイツの福音主義教会 と共有 していた｡彼がテンプ
ルのキリス ト教社会主義を痛烈に批判 していたのもこの理由からであった｡一方
で- ドラムは､エキュメニカル運動の指導者 として､1933年 9月の帝国教会の設






また河島は､告白教会において ｢消極的 (教会的)抵抗｣から ｢積極的 (政治的)
抵抗｣- とい う変化が見られたとい う見解に対 し､外形的変化に関わらず一貫 し
て ｢教会的 ･信仰告 白的抵抗｣であったことを強調 している｡河島 ｢独裁国家 と
教会｣｡
1ただ しニーメラー 自身に､必ず しも政治介入の積極的意図があったとは言えな
い｡D.Schmidt,Pastol･Nl'em∂11ez･(1959).ここで重要なのは､ニーメラーの ｢政
治介入｣に対する抗議に際 して用いられた論理である｡
2 テ- ト 『ヒ トラー政権の共犯者､犠牲者､反対者』,p.138.
3 Steigmann･Gall,TムeHolyRel'ch,pp.168･169.






主義的姿勢 も､｢ドイツ的キ リス ト教｣-の接近の要因であろ うoそ してエキュメ





を否定 していた｡彼は 1941年にははっき りと､｢ル ター的な二分法が､ヒ トラー
-の道を準備 したことは容易に見て取れる｣ と述べている2｡テ ンプルは､1929
年 に ヨーク大主教に就任 した後 も､既述の失業調査の実施 をは じめ積極的に政
治･社会問題 に介入 している｡1934年には､失業保険の給付金切 り下げに対 して､
全国のキ リス ト教徒は地元選出議員に手紙を送 り次回の予算審議においては減税
よりも最近なされた失業保険給付金の切 り下げの撤回の方が重要であると訴える
よう､キ リス ト教の理念に基づいて勧めている｡実際 ヨーク大主教の呼びかけは､
蔵相チェンバ レン(NevilleChamberlain)か ら抗議 を受けるほ どの影響力を持って
いた O このようなテンプルの活動の背景にあったのは､一般国民に ｢生活のあら
ゆる局面においてキ リス ト教信仰を思い起こさせる｣ とい うキ リス ト教社会主義
であ り､彼にとってそれは国民に対す る教会の ｢神によって委託 された｣責任で
あった ｡
(二)テンプルの ｢国民教会｣
戦間期におけるテンプルの活動を､既述のよ うな ｢一定の宗教的信仰に拘束 さ
れることなく､積極的なキ リス ト教の立場を代表する｣ とい うナチスの立場 と単
純なアナ ロジー関係に置 くことは安易に過ぎるであろうO しか し､そこに一定の
類似が見 られるのも事実である｡重要なことは､テンプル 自身彼の目指す教会像
をナチズムとある種 ｢等価的｣な存在 とみな していたことである｡彼は､現代の
ア トム化 した人々の間に ｢統合(unity)-の渇望が広 く見 られ る｡ そ してこれを満
たすべ く新たな政治的宗教(politicalreligions)が人々の間に影響力を持つに至っ
た｡---共産主義､ファシズム､国家社会主義は非常に似通ったものであ り､こ
の相似は相違 よりも重要である｣と述べ､その特徴 として ｢フェローシップ｣､｢指
導者の存在｣､｢力による支配｣を挙げている｡そ して､｢われわれは福音の うちに
1 当時国教会聖職者の間で､ ドイツの ｢教会闘争｣に容壕する事はナチス政権を









関与 していた詩人のエ リオッ ト(ThomasStearnsEliot)も指摘 している｡彼は､
1939年に 『キリス ト教社会の理念(TheIdeaofaCゐZ,)'stl'aDSocJ'ety)』の中で､｢政
治哲学は倫理か ら､倫理は宗教から承認を受ける｣のであるか ら､｢われわれが神
を持 とうとしないのならば､ヒ トラーかスター リンを崇拝するしかないのである｣







拠する諸教会の並存ではなく､国民を基盤 としたェキュメニカルな ｢キ リス ト教
会｣すなわち ｢国民教会｣の形成であった｡ したがって､このテンプルの観点か
ら見れば､政治の領域 と教会の領域が分離 した関係にあるとい う ｢二王国論｣的
な捉え方ではなく､政治 と教会がひ とつの領域に重な り合 う形で存在す るとい う
認識が強調 される｡彼は､｢ナチズムは個人の魂を抹殺することによって､ルター
主義は教会 と国家 とを峻別することによって｣政教関係の緊張を解決 したが､ど
ちらもキリス ト教的ではないと批判 し､｢教会 と国家､宗教 とシティズンシップは､
人間の生 とい う同じ領域に存するものである｡ただ､機能が違 うのである｣ と述
べている5｡この認識がボール ドウインやチャーチル との確執を生んだ点であり､






2T.S.Eliot,TAeIdeaofaCムZ･1'stl'aDSocl'ety(1939)[安 田幸一郎訳 ｢キ リス ト教
社会の理念｣『現代キ リス ト教思想叢書』第三巻,1973】,pp.423-424.
3 野田宣雄は ドイツにおいてはプロテスタン ト文化のエ リー ト層-の偏 りが､労
働者階級に精神的空白を生み､｢代替宗教｣としての共産主義 ･ナチズムが入 りこ






シア型の共産主義においては明確に否定され､今 日イタリア､ ドイツで流行 して
いるシステムに暗示的に拒否 されている｣ と指摘するOそ して､国家に対する関
係から個人の価値がはかられるとい う近代の圧力に対 し､諸個人の ｢神の子 とし
ての平等｣を主張する1｡ただ､彼は国家を目的とするシステムを否定する一方で､





ショナルな レベルで教会を介在 させてきた｡それは､ナショナルな意請 (あるい
は愛国心)が世俗的な国家に対する忠誠- と直接転化することを防ぐものであっ
た3｡そしてより重要なことは､このナショナルな意識を通 じて､｢国民教会｣ と
しての ｢キ リス ト教会｣(あるいは国民文化 としてのキリス ト教)が ｢国民｣ とい
う支持基盤を得ることであ り､テンプルはここに 20世紀における教会の存続の
可能性を見ていたのであるO
* * * * * *
テンプルは 1942年 4月のカンタベ リー大主教就任演説において､エキュメニ
カル運動を ｢われわれの時代の偉大な新事実である｣ と評 している4｡1910年の




カル運動に注 目したが､それは一方で ｢国民教会｣の形成- と向か う過程でもあ
1 W.Temple,ThePreacAeL･'sThemeTo-day(1936),p.83.
2 KinnamonandCope,TABEcumeDl'calMovemeDt,PP.270･271.










会主義運動 とェキュメニカル運動の双方向的な連関の うちに進展 したとい うのが
本章の趣 旨であったOその点で､エキュメニカル運動が神学的対話 とは別の局面




性を希薄化 させてゆく傾向を有 していた｡テンプルのエキュメニカルな ｢国民教











第三章 バ トラー教育法 と福祉国家 :1939-1944年
1945年 7月の総選挙で成立 したア トリー労働党政権は､第二次大戦後､国有化
政策 と社会保障政策を柱 とする福祉国家政策を展開した｡1942年以来イングラン
ド国教会の最高指導者カンタベ リー大主教の地位にあったテンプルは､この福祉
国家の形成に寄与 したひ とりとみなされている｡この寄与について具体的に注 目
されているのは､主に社会主義的経済政策-の支持に関してであるOテンプルは
第一次大戦以降国教会の指導者 として､企業経営の民主化や福祉政策の拡充につ
























Board)に初等学校 を建設 ･管理す る権限が与えられ､公立学校(BoardSchool)と､
教会学校 を主体 とす る ヴォランタ リー学校(voluntarySchool)の ｢二重 システム
(DualSystem)｣が採用 され る｡また 1880年 には初等教育が義務化､1891年 には
公立初等学校 が無償化 され､国家 による教育の体系化が推 し進 め られ る｡1902
年のパルフォア教育法は､ この体系化 を中等教育にまで拡大す ることを企図 した
ものであった｡ 同法により学校委員会が廃 され､代わ りに州お よび特別市の議会
(Council)が地方教育当局(LocalEducationAuthority)〔以下､LEA〕とされたO
そ してこれに初等お よび中等教育機 関を統轄す る権限が与え られたのである｡そ
の後 1918年のフィッシャー教育法において義務教育年齢 を十四歳まで とす るこ
とが規定 されたが､戦間期以降は教育機会の更なる拡大を訴 え ｢二重システム｣
の改変を含む教育体系の再編成を求める声が年 々高まる｡国家による管轄拡大の
流れ と民衆による教育改革の要求の中で､教育の領域は国家 と教会が学校の運営
主体 として直接 に対峠す る場 となっていたのである｡
1939年 9月に勃発 した第二次大戦はイギ リスを再び荒廃の危機 に追いやった
が､その一方で､戦争は社会改革の契機 とも認識 されていたO第一次大戦後の大
量失業の記憶か ら､国民や兵士の間では戦後の社会に不安を感 じる声が少なくな
かった｡そのためイギ リスでは戦時中か ら ｢再建｣ をキー ワー ドとした会合がさ
まざまな領域で開かれている｡1941年 に国教会によって開催 されたモール ヴァン
会議 も､このよ うな一連の会議のひ とつであったo議長を務 めたのは､当時 ヨー
ク大主教に就いていたテンプルであるo彼が参加者 に送った招請状には会議の 目
的 として､｢国教会の視点か ら､現れつつある新 しい社会の秩序に関す る根本的な
事実を認識 し､教会が戦後の再建に主要な役割 を果たすための方策を検討す る｣
と述べ られてい る1｡会議は 1941年 1月 7日か ら 10日にかけて､名門パブ リッ




て ｢実際のところ､既にかな りの部分において共通の確信が存在 している｡会議




反逆 とな り得る｣とい う決議がなされている｡この一文はそのまま 1月 11日付
の 『タイムズ』に掲載 され大きな反響を呼んだ20しか し会議全体のプログラムは
経済政策に特化 していたわけではなく､教会活動の幅広い領域に及んでいる｡ こ
こでは特に国教会の活動に深 く関与 していた詩人エ リオッ トが提出した論文 ｢教
育のキ リス ト教的概念(TheChristianConceptionofEducation)｣に注 目したい｡
この論文の要旨は次のようなものである｡19世紀には教育に二つの傾向が存在
した｡ひ とつは､専門分野が乱立しそれぞれが対等の価値を持っような ｢遠心的｣
な教育システム｡もうひ とつは､その反動 として総合的 ･人格的な教育を志向す
るヒューマニズム教育である｡ しかしこれ らはともに不十分である｡ 教育は ｢ド
グマ｣に基づく必要があるO今 日の状況を考えた場合､教育において世俗的全体
主義に対抗 し得るのはキ リス ト教のみであるo その点で ドイツにおける主要教派
であるルター派が､宗教教育 と世俗教育を峻別 しているのは明 らかな誤 りである｡
教育の全体的基礎にキ リス ト教が置かれるべきである｡ より広 く言 うな ら､教会
の任務は､国家 と社会をキ リス ト教化することであるO今 日教育と教会の新たな
関係の構築が求められているのである3｡このエ リオッ トの論文は､そのまま国教
会の認識 として公にされている｡
モール ヴァン会議 と並んでテンプルの福祉国家-の貢献 と見なされているのが､
会議 の翌年 に出版 された彼 の著書 『キ リス ト教 と社会秩序(chz･)'stjaDjtyand
SocJ'alorder)』である｡従来その福祉政策に関する提言が注 目されてきた同書で
あるが､その一方でかな りの分量が教育論に割かれている｡テンプルは､｢あらゆ
る家庭の子供が､精神的 ･肉体的また人格的才能において資格がある限 り､ どの
ような種類の学校にも入学できるような教育制度の進歩がなされるべき時代が来












とつの候補 しかない｡すなわちキ リス ト教である｣ と述べ､エ リオッ ト同様､宗
教の授業のみな らず学校生活全体がキ リス ト教を基礎 とす るべきことが必要であ
ると主張 している1｡
ケン トが ｢1941､1942年のモール ヴァン-ペンギン ･プ ログラムに具体化 さ
れた宗教的に中立な社会計画｣に注 目しているように2､従来 このモール ヴァン会
議および 『キ リス ト教 と社会秩序』に関 しては､専 らその世俗的 ･経済政策的な
側面が注 目されてきた3｡ た しかに基幹資源の私有化を批判する国教会の決議は､
世論を導 く点で戦後労働党政権の国有化政策に有利に影響 した｡また､1942年 9
月にテンプルが主催 したアルバー ト･ホール会議では金融問題がテーマのひ とつ
として取 り上げ られたが､ ここにはア トリー政権で商務相､蔵相を歴任するク リ
ップス(RichardStaffordCripps)が講演者 として招かれているD労働党の方針に沿
う経済政策の提言が､テンプルの主眼のひ とつであったことは明らかである｡ し
か しなが ら､モール ヴァン会議の 目的があくまで戦後社会における教会のあ り方
全体を打ち出す場であったことも忘れてはな らない｡その意味では 『キ リス ト教
と社会秩序』 も同様である｡そ してこの側面は､以下に見るように教育改革 との
関連で強 く現れて くるのである｡
(二)全体主義の経験 とキリス ト教教育
エ リオ ッ トは既に触れた論文において､全体主義に対抗す るものとしてキ リス
ト教を主張 した｡彼は､1939年 の著書 『キ リス ト教社会の理念』において も､｢全
体主義国家の存在理由のひ とつは､教会が行 うのをやめて しまった機能を提供す
ることである｣と述べている4｡このように全体主義 とキ リス ト教が ともに国民の
精神的基盤 としての役割を果た していると認識 し､そこに危機を見出した とい う
点においてはテンプル も同様である｡前章で見たように､彼は 1940年の著書に
おいて国民統合の軸 としてナチズムな どの ｢政治的宗教｣ とキ'リス ト教が同じ役
割を果たす とい う認識 を示 している5｡また､モール ヴァン会議においても､｢ル
ター的な政教二分法が､ヒ トラー-の道を準備 したことは容易に見て取れ る｣ と
1Temple,Cムrl'stJaDl'tyandSocl'alOrder,pp.91-92.
2 Kent,Wl'111'amTemple,p.150.ここで ｢ペ ンギン｣ とは､ペ ンギン ･スペシャ
ル ･シ リーズで刊行 された 『キ リス ト教 と社会秩序』を指す｡
3Kent,Wl'111-am TTemple,pp.148-167;Spencer,Wl'111'am Temple,pp.981105;
Hastings,AHl'storyofEDgll'shChl･IstfaDl'ty,PP.397-398など0






ここではムー ト(Moot)とい う団体を取 り上げたい ｡ ムー トはスコッ トラン ド人





者 トー ニー らも関与 していた ｡
｢ムー トにとってマンハイムは不可欠であった｣と指摘 されるように､ムー ト
を実質的に率いていたのはマンハイムであった2｡1939年 4月の会合で ｢自由-
の計画(PlanningforFreedom)｣を発表 したマンハイムは､｢社会学者 として､ど



























はな らない と主張 している1｡
一方 リンゼイは､全体主義国家 との戦争の中でデモクラシー とキ リス ト教の リ
ンクを強調 した｡1940年 5月か ら6月 にかけてなされた有名 なBBC講演は､『私
はデモクラシー を信 じる(IBel'eveL'DDemocracy)』と題 されて同年 出版 されたが2､
ここで彼が強調 したのは ｢イギ リス ･デモ クラシーをして生 けるデモ クラシーた
らしめているダイナ ミックなキ リス ト教理念の働 き｣に対す る信頼であった3｡全
体主義国家 との戦争の中で､キ リス ト教はデモクラシーを支 える理念 として強調
され るよ うになったのである4｡｢全体主義国家 と戦 うキ リス ト教国｣ とい う言説
は､この時期一般社会にも多 く見 られ るようになる｡『タイムズ』紙上にも､イギ
リスの ｢無宗教化の危機｣を危倶 し､公立学校での宗教教育の拡充を求めるもの
や5､｢われわれはキ リス ト教の理念のために戦 っている｡ しか しこの戦いに勝利
を得た時､わが国はこの理念に相応 しい国であるだろ うか｡ われわれは次世代に
キ リス ト教教育 を施す ことを忘れてはいないだろ うか｣ といった､キ リス ト教教





3 永岡薫 ｢イギ リス ･デモ クラシーの政治哲学的背景一一九四〇年のBBC放送








第二節 バ トラー教育法 と ｢二重システム｣ の問題
(-)教育改革の進展
バ トラー教育法が具体化 されてゆくのは第二次大戦勃発後であったが､教育改
革の必要性そのものはそれ以前か ら認識 されていた｡既に 1922年には トー ニー
が労働党のマニフェス トとして ｢すべてのための中等教育(SecondaryEducatl'oD
loz･AID｣を発表 し1､ここから中等教育の拡大を目指す ｢フォア ･オール運動｣
が展開されている｡1926年には トー ニーを含むハ ド-委員会が義務教育年齢の十
四歳から十六歳-の引き上げと同時に､教育体系の整備を勧告 した2｡これは従来
縦割 ･並列型であった初等 ･中等教育体系の再編成を要求す るものであった｡ハ
ド-報告は､初等教育を終えた生徒が初等後教育(post-ElementaryEducation)を




関としてグラマー ･スクール､テクニカル ･スクール､モダン ･スクールの三課
程制(TripartiteSystem)を軸 とすること､および公立中等学校における授業料の




















から 1918年のフィッシャー教育法は､｢1902年の解決｣ に抵触 しないよう､特
に教会関係事項に触れないように注意 して策定されたのである1｡
バ トラーが教育院総裁に就任するのは 1941年 7月である｡イギリスの最大の
問題は ｢イン ド｣ と ｢教育｣であると認識 していた彼は､教育改革に強い意欲を
持っていた2｡国民の分裂を危慎する首相チャーチルは､｢1902年の論争を戦時中
に引き起こすのは最悪の愚行である｡私には新たな教育法など到底考えられない｣
とい う手紙をバ トラーに書き送っているが3､バ トラーは戦時中の教育法制定を決
意 していた4｡彼は､チェンバ レンの対独宥和政策の支持者 として首相チャーチル､
外相イーデン(AnthonyEden)らと対立した経緯があり､教育院-の異動 も前職の
外務政務次官か らの左遷 とい う側面があった｡ グリーンはこのようなことから､
バ トラーが戦後の自らの立場を固めるため､戦時中に教育法の制定 とい う業績を
残 しておく必要があったことを指摘 している5｡














政府 (教育院)の方針 として 『白書一教育の再建』〔以下､『白書』〕が議会下院













を強調す る研究 と1､『グリーンブック』は回覧 されたものの教育官僚の下で大枠
は決定 していた点を重視す る研究がある2｡実際､『白書』は教育体系の再編成に
関して 『グ リーンブ ック』の路線を踏襲 してお り､内容的にはほとん ど変化はな
い｡宗教関連では､『グリーンブ ック』は､｢教育において宗教が本質的な要素で
あると認識 され る時が来た とい う見解が今 日増えている｡また､すべての公立小
中学校において法的に宗教教育が受けられるようにす るべきであるとい う要求も
強い｣ としている3｡『白書』 もこれを受けて､第三十六項において ｢学校生活の
中で宗教教育が より明確な位置を与えられるべきだ とい う要請は､諸教会の代表
に限らず､きわめて一般的なものであるO これは､われわれの社会､われわれの
国民的伝統の中で精神的 ･人格的価値の復興 を求める要求に根 ざしている｣ と､
第三十七項で ｢したがって､すべての初等 ･中等教育において学校生活が集団礼
拝で開始 され､宗教教育が与えられるべきであるとい う規定が作 られるであろう｣
としている4｡また 『白書』は学校に関 して､公立学校 とヴオランタリー学校の ｢二
重システム｣が ｢適正な経済および効率 と両立 しない｣とする一方で､｢ヴオラン




ド-報告およびスペンス報告を継承 し､中等教育機関 として､グラマー ･スクー
ル､テクニカル ･スクール､モダン ･スクールの三課程制を勧告 している｡ この
報告書で注 目されるのは､キ リス ト教教育の必要性 を強 く訴えていることである｡
報告書は､ 目的を失った相互に関連性 の無い技術的な教育風潮を批判 し､超越的
価値すなわちキ リス ト教を基盤 とする教育が求められていると述べる｡ さらに､
｢家庭｣での宗教教育が行われなくな り､｢教会｣の出席者が減少 している今 日で




これ らの諸団体による議論は認めつつ も､これ らの団体 自体が教育院の ｢パー ト











は､｢学校｣においてキ リス ト教的価値観 を次世代に伝 えてゆく必要があると主張
している1｡
(二)｢二重システム｣ をめぐる問題
以上見てきた よ うに､戦争初期の教育改革の動 きは基本的にキ リス ト教教育の
拡充を強調す るものであった O ここで重要なことは､このキ リス ト教教育の要請
が教会人による働 きかけのみの結果ではなかったことである｡それは一方でムー
トに代表 され るよ うな知識人の反全体主義的な要請に基づ くものであった し､戦
時中広 く認識 されていたキ リス ト教国 としてのアイデ ンテ ィティの再確認 を求め
る国民的要求に促 されたものでもあった｡教育官僚 も積極的に しろ消極的にしろ､
『グ リーンブ ック』においてキ リス ト教教育の必要性 を認 めている｡また保守党
政治家バ トラーは 『白書』提出の前月に､｢宗教教育が学校の中で明確に位置づけ
られ､子供たちが信仰 に従 って育成 され るべきであるとい うのは､政府 の意図で
ある｣と明言 している2｡ノア ウッ ド報告に関 しては､バーネ ッ トは技術教育の軽
視 を批判す る立場か ら ｢委員長の選択が絶望的であった｣ と述べているが､委員
長 ノア ウッ ド(CyrilNorwood)は､ハ ロー校校長 を経てオクスフォー ド大学聖ジ ョ
ン ･コレッジ学長に就いていた人物であった｡彼は 1929年 に 『教育におけるイ
ギ リス的伝統(EDgll'sh7ナadl't)'oDL'DEducatL'oD)』を著 しているが､そこで騎士道
的 ･キ リス ト教的教育を賞賛 している3｡他の委員 も､教育関連団体の代表や グラ
マー ･スクールの校長 といった､バーネ ッ トが ｢啓蒙主義的教育支配層｣ と呼ぶ
面々であった4｡キ リス ト教教育 を重視す る報告書の内容は､彼 らの保守的な思想
が色濃 く反映 していたのである｡
このような世俗社会の さま ざまな方面か らのキ リス ト教教育の要請は､教会側
がこれ にどのよ うに対応す るのか とい う問題 を生 じさせた ｡ なぜな ら､これ らの
要請 は必ず しも教会 (教会学校)の介入 を必要 とす るものではなく､国家 (具体
的にはLEA)によるキ リス ト教教育の実施で満たせ るものであったか らである｡
この問題に入 る前に､当時の教会学校の状況について見てお く必要があるだろ う｡
1940年前後の小 中学校の内訳 を見てみ ると､公立学校が約 10,100校で生徒数









9,100校 125万人､ローマ ･カ トリック系が約 1,300校 30万人､非国教会系が
約 300校 4万人であった1｡教会学校は､もともと貧困層の教育のために教会が
提供 した学校である｡それ らの多 くは小規模で老朽化が進み､立地も農村が中心
であり時代の要請 とかけ離れたものとなっていた｡また教育のレベルの低 さも問
題 となっている｡テンプルが認めているように､教師達か らも ｢教会学校は一段
低 く(lessdignity)見 られていた｣のである2｡国教会の聖職者夕 トロー(Tissington
Tatlow)は､教会学校-行 くことは､｢人生において教育的ハ ンディキャップを背
負 うことになる｣とまで評 している30その上､寄付金が減少する一方で国家か ら
要求される教育および建築の最低基準が上昇 したため多 くの学校が深刻な資金難
に陥っていたO実際戦間期､国教会系学校は年間平均 76校が閉鎖 している4｡ま










からも聞かれた｡ また多 くの親 も､子供の人格教育 として公立学校における非教
派的キ リス ト教教育で十分であると感 じていた8｡このようなことから､当時のあ
る国教会聖職者が述べているように､第二次大戦までには ｢ほとんどの人が､ロ



















多くの教育関連団体は､全体 として 『白書』の改革案を歓迎 しつつも､｢二重シス
テム｣の保持に関 しては留保をっけている｡ しか しより大きな問題は､キリス ト
教会諸教派の反応であった｡バ トラーが ｢教育問題の世俗的解決は不可能である｣

















断 じ､したがって教会はあらゆるコス トを払ってでも独 自の学校を守るべきであ
ると主張 していた4｡このテンプルや- ドラムが用いた論理は､全体主義に対 して
多元的権力構造を主張するものであ り､イギ リス保守主義の伝統的論理であった
が､より実際的な観点から ｢二重システム｣の維持を主張 したのはウェイクフィ














トス主義の信奉者 として ｢二重システム｣の存続に批判的であった｡彼は ｢国民
の統合｣に資するような公立学校での非教派的キ リス ト教教育を支持 している1｡
しか し多 くの聖職者は､積極的な廃止論者 とい うよりは､財政的理由か ら教会学
校の存続を悲観 していた｡ヨーク大主教ガ-ベ ッ トは､｢時代は変わった｡今や教
会学校は国家による援助無 しには存続できないのだ｣と述べている2｡また彼は後
に､｢多 くの信徒は教会学校が税金の負担になっていると感 じている｡かな りの学
校が政府に引き渡 されるのはやむを得ない｣ とい う認識があったことを記 してい
る3｡
教育問題に関 して国教会が公式に態度 を表明 したのは､1942年 11月である｡
国民協会は､｢『二重システム』に関す る中間報告｣ を提出し､国教会の代表機関
である教会議会で承認 された｡報告の内容は次の三つの原則 に集約 され る｡教育
の機会均等 と教育体系の再編成の支持､教育の基礎がキ リス ト教に基づいている





は､後に述べるバ トラーの政策 と協調可能なものであった｡1943年 10月には､
テンプルが公式に 『白書』支持を表明 している50
国教会以外の教派に 目を向けると､ローマ ･カ トリック教会はその求心力の高
さに自信 を持ってお り､ 自らの教会学校の存続 と国家による管轄拡大に対する拒
否を明確にしていたO一方で非国教会諸教派は､19世糸己か ら一貫 して教会学校の
廃止 と公立学校 による非教派的キ リス ト教教育を主張 してきた｡ 当時､ 自由教会
連盟会議 を結成 して活動 していた彼 らは､『タイムズ』-の投書を通 じて､｢われ
われの最終的 目標は､非教派的な宗教教育 と礼拝を伴 う国家的義務教育システム｣



















バ トラーは､｢二重システムの改革は､第-にギブ ･アン ド･テイクの原則で考
える必要がある｣と述べていた1｡すなわち､国家による管轄権の拡大を伴 う資金
援助である｡グリーンはこの ｢調整二重システム｣は､1942年までにはバ トラー






校の増加は､教育関連支出を 1918年の 4,000万ポン ドか ら 1938年には 9,000
万ポン ドにまで増や し国家財政をさらに圧迫 し始めていた3｡ この上に 10,000校
近 くある教会学校を公立学校に移管するとなると､さらなる財政負担の急増が避
けられなかったのである｡
｢ヴォランタリー学校は廃止 されるのではなく､より多 くの財政援助 と同時に
公的コン トロールを受けるべきである｣ とい う 1943年 7月の 『白書』において
おぼろげながら姿を現 したバ トラーのこの提案は､国教会 としては受け入れ可能
なものであったが､既に述べたように全国教師連合をはじめとする多くの教育関
連団体はこれに反発 した｡そ して何 より､｢二重システム｣の温存は非国教会が伝
統的に反対 してきた点であった｡バ トラーの課題は､これ ら反対派-の対処であ
った｡バ トラーの立場からの研究は､この対処の成功によるバ トラー教育法の成




















年にエディンバ ラで開催 された世界宣教協議会を噂矢 として戦間期急速に発展 し
た｡イギ リス国内において も同時期､テンプルを中心 として諸教派間の一致が大
きく進展 している｡1942年に設立された全英教会協議会はその成果のひ とつであ
った｡ これにはローマ ･カ トリック教会を除 く主要教派が参加 してお り､議長テ
ンプルが設立時の演説で述べているように､｢一般生活に対 して新たなチャンネル
となる｣ ことを企図 した組織であった1｡教会史家-イステ ィングズは､｢全英教
会協議会の設立は､対立か ら協調-の転機であった｡--それは何 よりも明確に
教会史における戦前の世界 と戦後の世界を分かつ ものであった｣ と評 している2｡




解の増大が見 られた｡ これが今 日の教育改革の提案-の道を準備 したのである｣
と指摘 している3｡このような教派間の関係の変化は､一般社会にも感 じられてい
た｡『タイムズ』は 1941年に､｢宗教改革 と非国教会の出現以来､かつてないほ
ど諸教会は協力的になっている｡--今 こそが教育法改正の時期である｣ とい う

















よびLEAの代表による協議 によって州 ごとに作成 され るものであ り､ したがっ
て事実上 このシラバスは宗教教育において超教派的なキ リス ト教教育を保証す る
ものであった｡ この種のシラバスは､戦間期以降エキュメニカル運動の進展に伴
ってい くつかの地域で作成 され始めていた｡このシラバスが特 に注 目されたのは､
単一校地区(SingleSchooIArea)の問題 に関 してである｡非国教会は従来､国教会
系学校 における教派的教育を批判 してきた｡ 当該地域に国教会系の小学校 しか存
在 しない場合､非国教徒 あるいは他宗教者や世俗主義者 の子弟はその国教会系学
校に通わざるを得なかったか らである ｡ 非国教会はこの状況 に激 しく反発 し､単
一校地区の国教会系学校 をLEA-移譲す ることを求めていたO この点で ｢合意
シラバス｣の存在は大きな意味を持った｡国民協会が国教会系学校 においても ｢合
意 シラバス｣を使用す ることを推奨 していたか らである｡ テ ンプルは 1938年､
自ら委員長 を務 めた国教会教義委員会 の報告書 『イングラン ド国教会における教
義(Doctz･)'Del'DtheCムuz･chofEDglaDd)』において､｢国教会に神学の体系 とい う
ものは存在 しない し､その ようなものを望んでもいない｣ と述べるとともにキ リ
ス ト教教義の幅広い解釈 を認 め､超教派的キ リス ト教 を推進す るこの ｢合意 シラ
バス｣ にも好意的な姿勢を示 している1｡1941年 には ヨー ク大主教ガ-ベ ッ トと
連名で､｢全国的に宗教教育に用い られ る 『合意 シラバス』の進展が見 られ る0･･･
-これはこの時代の最 も希望に満ちた兆候のひ とつである｣ とい う声明を出して
いる2｡また､国民協会の講演でも､｢宗教教育の内容 について､われわれ と非国
教会の指導者の間の合意に関 して大幅な前進 があった｡多 くの 『合意 シラバス』
は､大いに賞賛に値す るものである｣ と述べている30
このように国教会の最高指導者が｢合意 シラバス｣の使用 を推奨 していた以上､
『白書』提出時には既に ｢合意 シラバス｣に基づいた非教派的キ リス ト教教育が
公立学校お よび国教会系学校 においてな され る見込みが十分 にあった｡つま り､
｢二重 システム｣と非教派的キ リス ト教教育の両立である｡『白書』提 出後のバ ト
ラーの調停以前に､既に教派間では一定の妥協があった と言 える｡実際非国教会
は､1943年 に 『白書』が出 された時点で ｢二重 システム｣に対す る妥協を示唆 し
ていたO 自由教会連盟会議議長代理であ り､炭鉱ス トライキ介入時の常置会議の
メンバーでもあった会衆派連盟議長ベ リーは､｢われわれ は二重 システムの全廃 を
望んでいる｡-- しか しこのよ うなラデ ィカルな提案は現状では非現実的である










満足 しているわけではない｡ しか し受け入れ られない点にこだわって宗教教育を
含む教育再建を拒むべきではない と考えている｣と述べている1｡そ してバ トラー
教育法においては､第二十六条で､｢公立学校の生徒に与えられ る宗教教育は､合
意シラバスに従って与えられるべきであ り､教派的教育を含んではならない｣､第
二十七条で ｢管理校の生徒に与えられ る宗教教育は､合意シラバスに基づ くもの
でなければな らない｣ と規定 されたのである ｡
(二)戦後社会における教会の位置
既にバ トラー教育法が教会に受 け入れ られ る際にエキュメニカル運動の進展
が大きな役割を果た していたことを述べた｡議論を進めて､ このバ トラー教育法
を通 して戦後福祉国家の形成 と教会の関係 を考えるなら､重要なことはエキュメ
ニカル運動の方向性の問題である｡テンプルがェキュメニカル運動によって求め
たのは､世俗社会か ら帝離 した次元での教会の一致ではなかった｡彼は戦間期以
降､教会の社会介入を主張す るキ リス ト教社会主義運動を指導 してきた｡彼のエ





ここで注 目され るのは､テンプル と同様に ｢二重システム｣の存続を訴 えてい
たグロスター主教- ドラムの教会観である｡彼 もエキュメニカル運動を指導 した
ひ とりであったが､その基本思想はテンプル と明確に異なっていた｡- ドラムは
教派間の神学的対話 と相互理解を中心 としたエキュメニカル運動を志向 してお り､
したがってテンプルの社会介入を伴 うエキュメニカル運動には終始批判的であっ
た｡ - ドラムは､全英教会協議会の設立に際 してもその動機 が ｢政治的｣である
と疑問を投げかけている2｡第一章で見たように､この- ドラムが抱いたような教
会観は､世俗化が進行 した 19世紀後半か ら国教会内部に見 られるものである｡
それは ｢修道会的教会観｣ と呼び得るもので､世俗化 した社会か ら隔離 した､熱
心な信徒のみ による共同体 としての教会を志 向す るものであった ｡ 彼 らは ロー







ッ トといった国教会の最高指導者が 1942年､1943年 と非国教化の要求を批判す
る声明を出していることか らも見て取れる1｡








派的 (エキュメニカル)なキリス ト教会を目指 していた｡
以上の点から､ ともに ｢二重システム｣ の存続を主張 していたテンプル と- ド
ラムの主張の論拠が違 うことは明白であるO- ドラムが教会学校の椎持に求めて
いたのは､国家 との距離をとることであった｡ この点で彼はバ トラーの ｢調整二
重システム｣に対 しても国家のコン トロールが強化 されるとして反対を表明して
いる40- ドラムの教会観は､彼が国教会の ｢存続｣に不可欠 と見なした方向では
あったが､福祉国家 とい う国家の管轄権拡大のひ とつの頂点においては ｢抵抗勢
力｣としての教会 となって現れてくるものであった｡また彼の主張は､｢非教派的
キリス ト教教育もある種の教派的教育であ り､その画一的強制である｣ と述べて
いるように5､非国教会 と距離をとろうとするものでもあったO-方でテンプルは
国民協会演説において､｢教育に関してわれわれは国家の管理 と自発的企画の真の
融合の道を探 らなければな らない｣と述べている6｡そこには国家の管轄の拡大 と
組織 としての教会の存続 とい う矛盾する要請､換言するなら､国家を教会の上位













* * * * * *
1943年 12月に上程 されたバ トラー教育法案は､翌 1944年 8月 3日に成立 し
た｡ グリーンが指摘するように､成立 した法律は上程 された法案 と比べて､また
『白書』 と比べてもほとん ど変更がなされてお らず､この点でバ トラーの立法戦
略は成功 した と言える1｡さらに 『白書』自体､教育官僚の作成による 『グリーン
ブック』の基本方針を受け継いでいたことを考えると､バ トラー教育法はたしか
に保守的な法律であったO何 より同法は､戦間期に強 く要求 されたパブ リック ･




であ り､バ トラーはまず教育改革に興味を示 さない首相チャーチルおよび保守党
議員を説得する必要があったが､彼 らはエ リー ト層の再生産装置であり自らも属
するパブ リック ･スクール文化の保存を望んでいた｡それは保守党が望むような
社会の安定に不可欠なものであった｡この点では教会の問題 も同様である3｡バ ト




ー大主教に指名 したように､キリス ト教会の リーダー としての彼の国民的影響力
を必要 としていたのである｡
このようなことから､バ トラーによる ｢調整二重システム｣の採用は､グリー






2 フレミング委員会は､1944年 7月に報告書を提出している｡バ トラーは教育法
案でパブ リック･スクール問題を扱わないことを､｢調査中であるとい う名 目で正
当化｣できたのであるoSimon,Educatl'oDandtheSocl'alOl･del･,P.65.
3 この点で､国教会 とパブ リック ･スクールの間の密接な関係 も重要であろうO
テンプルが 1910年か ら 1914年までレプ トン校の校長を務めていたように､国教





を前提 としたものであったことは重要であろ う｡ この問題に関 しては次章で再び
触れ る｡
一方で､バ トラー教育法における教会の影響力の温存を見る時､｢教会学校の存
続｣ と並んでもうひ とつ注 目され ることは ｢キ リス ト教教育の義務化｣である｡
これは本章で見た ように､全体主義-の ｢対抗的理想(counterideal)｣ としての
キ リス ト教 とい う､す ぐれて近代的な要請があったことが明 らかであ り､教会学
校-の国家のコン トロールが強化 され ることに対する ｢報酬(quidproquo)｣や1､
教会勢力に対す る ｢時代錯誤な妥協｣ とい う側面のみか ら捉 えるべきではないだ
ろう2｡






展であったOバ トラーは､キ リス ト教教育の拡充を望む一方で､｢特定の教派の教
義の中で子供を育て､その教派のコミュニテ ィに子供を帰属 させることは国家の
役割ではない｣と述べている4｡この点で､保守党人 としてキ リス ト教的倫理規範
の再生 と国家的教育体系の確立の間のバランスを保 とうとす るバ トラー と､超教
派的な ｢キ リス ト教会｣を 目指すエキュメニス トは､同 じ方 向を向いていたので
ある｡
グリーンは､教育問題は ｢国教会 と非国教会の対立の問題 として生 じたが､こ
の問題を解決す ることはできなかった｡バ トラー教育法は非国教会を満足 させな
かったのである｣ として､同法の制定を国教会の特権を再確認 した点で ｢国教会
の大勝利(ananglicantriumph)｣ と評 している5｡ しか し本論文の視点から見るな
らば､国教会 と非国教会の対立軸のほかに､もうひ とつ重要な対立軸が存在 した
ことが分かる｡ すなわちテンプル､あるいは非国教会のホワイ トホーン､ベ リー



































『キリス ト教 と社会秩序』に見られる福祉国家論を整理 し､その主な内容 と意義
を考察する｡その後第二節において､テンプルが主張した ｢自然法(NaturalLaw)｣






(-)『キ リス ト教 と社会秩序』における福祉国家論
- リスがその著書 『イギ リス福祉国家の諸起源(TLeOn'g)'DSOftheBrl'tl'sh
welfaz.estate)』において 19世紀初頭から筆を起 こしているように､イギ リスに
おける福祉国家は長い期間の中でさまざまな要素を織 り交ぜっっ形成されたもの





しばしば ｢福祉国家(welfareState)｣ とい う語を初めて用いたのはテンプルで
あると言われるように､彼はキ リス ト教社会主義運動の指導者 としてかな り早い
段階から福祉国家の形成を提言 してきた3｡彼がこの語を明確に用いたのは 1941




著書 『キリス ト教 と社会秩序』である｡前章でも触れたように同書は前年に開催
されたモール ヴァン会議に関連 して出版 されたものであったが､その主な内容は











クラークの言 うように ｢福祉国家｣ とい う用語を新造(coin)ではないにしろ確立
(establish)したのがテンプルであったとするのが妥当であろうoP.Clarke,Hope
aDdGlo_ry/Bl･1'tal'D1900-1990(1996)[西沢保 ･市橋秀夫 ･椿建也 ･長谷川淳一 ･








な任務は､キリス ト教的諸原則およびキ リス ト教的精神の力を示すことでなけれ
ばな らない｣ と説き2､第三章においては､中世における神学的経済(theological
economics)や初期のキリス ト教社会主義者に言及 しつつ､｢キ リス ト教の社会的教
説の伝統は確かに存在 した｣と主張するように3､教会の世俗社会-の介入を基本
的に正当化 している｡その上で､第四章 ｢キ リス ト教的社会原理一基礎(Christian
SocialPrinciples:(a)primary)｣､第五章 ｢キ リス ト教的社会原理一派生(christian
SocialPrinciples:(b)Derivative)｣､第六章 ｢自然秩序 と原則の優先性(TheNatural
OrderandthePriorityofPrinciple)｣､第七章 ｢眼前の課題(TheTaskbeforeus)｣
において､キ リス ト教的な社会のあるべき姿の諸原則を提示 しているO しか し同
書で最 も注 目されるのは､末尾に ｢付記｣ として ｢ひ とつの試案(A Suggested
Programme)｣と題す る一章を設け､具体的な経済福祉政策を提言 していることで
ある｡

























会(RegionalCommissionerofHousing)の設置を提案 している｡ さらに住宅問題 と
密接に関わる家庭生活の問題 として､三人以上の子供を持つ母親に対 しては衣料
および食料切符の形での家族手当(FamilyAllowance)が与えられるべきこと､ま
た家庭外における児童の福祉に関して､学校での毎 日の給食 と牛乳が支給 される
べきことを要請 しているO












既に述べた通 り､適正賃金の要求はキ リス ト教社会主義者が 19世紀末から主
張 してきたことであった｡1908年のパン･アングリカン会議においてもCSUの
カーター(JohnCarter)は､産業界に求める第-のこととして ｢適正賃金｣を挙げ
ている2｡テンプル も ｢賃金は四人家族､夫婦 と子供二人にとって十分な程度にま
で引き上げられ保たれるべきである｣と言 う｡1930年代以降､この適正賃金の問
題は失業問題 と密接に関連 して顕在化する｡人格的な家庭生活を維持す る上で､
当時大きな問題 となっていた失業は早急に対処 されるべきものであった｡彼は失












テンプルは ｢生産 とい う実働に対 して労働者が参与できないとい うことは､経










ならば､当然に消費者の協力 とい う原則が生 じてくる｣ のである｡
(五)｢すべての国民は､彼の趣向と才能による興味と活動を伴 う人格的な生活を
享受するだけの十分な時間的余裕を持てるよう､毎 日の十分な余暇 と一週
あた り二 日の休 日を持ち､従業員である場合には年一 日の有給休暇が与え
られるべきである｣｡
ここで主張されているのは､週休二 日制 と有給休暇制度である｡週休二 日制に
関してテンプルは､産業的疲労を防ぎ､資材の消耗を節約する点で生産高の減少
よりはむ しろ増加を招 くであろうとい う専門家の意見を引用 し､その人間的利益
(humanadvantage)を主張 している｡ さらに教会人 として ｢もし土曜 日に リフレ
1テンプルは学生時代にイエナを訪れてお り､その際に同社を見学 した と思われ












のための結社の自由とい う形 において､その 自由が保障 され るべきであ
る｣｡
この原則に関 しては､｢非常に重要な課題であるものの現在何 らの特別な行動を
必要 としていない｣ としつつ､国家が他の自由を危 うくするような自由の濫用を
防止するべきであると述べている｡
以上のようにテンプルは六つの原則 を提示 したが､数ある社会問題の中で彼が
特に注 目しているのは､｢現代の社会悪の中で最も恐ろしいものであ り､近年 さら
に悪質な形を取るようになった｣とい う失業問題である1｡彼は､｢イギリスの労
働者階級を毒 している最悪のものは､不安定 とい うことである｡彼 らは失業 とい
う恐るべき危険の下に生活 している｡そ して今 日､新たな恐るべき悪が現れてき
た｡すなわち相当の範囲に及ぶ長期失業である｣ と言 う2｡テンプルは 1931年の
経済危機 とこれに伴 う失業の深刻化を機に､この失業問題に深 く関与 してきた｡
1933年に開始 した既述の失業調査は 1936年以降ピルグリム ･トラス ト(Pilgrim
Trust)か らの財政支援 を受け､1938年 には調査報告書 『失業者(Men Wl'thout
Work)』 として公刊 されている3｡ これは､ブラックバーン､ダーラム､ リグァプ
ールなどにおいて一年以上失業 している人々に関して､失業の原因や生活状況を
詳細に記録 した報告書であった｡ また､サンプル としての個人の生活記録や既に
実施 されている救済策の有効性についても調査 されてお り､同報告書はその後の
政府や調査団体の失業対策に大きな影響を与えるものであった｡｢失業は現代文明
の試験点｣と認識 していたテンプルは4､『キリス ト教 と社会秩序』においても至
る所で失業の害悪について触れている｡さらに､｢失業は侵食性を持った害毒であ














テンプルは､｢社会改革の計画を立てるとい うことは､キリス ト教徒それ 自体 と
しての義務の一部ではない｣と言 う2｡個々の問題に関する専門知識やそれぞれを
総合的に機能 させるような統一的な政治理論を欠いた介入の脆弱性は､第二章で
見たようにCOPECや炭鉱ス トライキにおいて露わになった｡『キリス ト教 と社
会秩序』においても､｢教会や聖職者 自体が､争いの解決のための条件を提議する
とい うことは決 して正 しいことではない｡彼 らは必要な専門知識を欠いているか
らである｣と述べている3｡テンプルはそれ以降具体的な政策ではなく､聖書にお
けるキリス ト教倫理 と実際の社会問題 とを結ぶ ｢中間原理(MiddleAxiom)｣の提
示が聖職者の義務であると認識するようになる｡その一方で､｢われわれは確固た
る職業をすべての国民に与えられるような社会システムを見出さなければならな
い｡これを成 し遂げるまでわれわれの良心は安 らがない｡キ リス ト教的同情がこ
れを要求するのである｣と言 うように､キ リス ト教的良心の要請が必然的に社会
改革を求めるとい うジレンマが常にテンプルにつきまとっている4｡
結果的に､『キ リス ト教 と社会秩序』における提案は明らかに具体的であった｡
ケン トが指摘す るように､｢中間原理を持ち出 して装お うとも､これは政治プログ
ラム｣であった5｡テンプルもこの点は十分に認識 してお り､具体的提案は ｢付記｣
として本文 と分けている｡さらに､｢私がここに記 したことを､キリス ト教徒の支
持するべき政治プログラムとして捉えてはな らない｡そのようなプログラムは存
在 しないし､また存在 し得ないO私はこれをキ リス ト教的原則を持つものであろ
うとするとい う意味でのひ とつのキリス ト教的社会計画 として提示するのであるo
Lかしここには､もしキ リス ト教徒であればこれ らの計画を当然に賢明な､ある








と断っている1｡た しかにすべてのキ リス ト教徒に支持を求めるものではないにせ
よ､国教会の事実上の最高指導者がこのような形で提案 している以上､イギ リス
中のキ リス ト教徒に大きな影響を及ぼす ことは明白であった｡
言 うまでもな くこれ らの政策は､テンプル独 自の思想ではなかった｡た とえば
失業問題については､オクスフォー ド大学ベイ リオル ･コレッジ以来の知己であ
ったペ グァリッジが 1909年 に彼の社会保障論の原点 となる 『失業一産業の問題
(UDemPloymeDt/APz･oblemofZDdustzIJ)』を出版 して以来､一貫 して関わってき
た問題であった2｡べ ヴァリッジも職業安定所や失業保険の整備を勧告 しているよ
うに､失業問題に対す る国家の積極的介入を主張 している｡『キ リス ト教 と社会秩
序』における失業形態の分類な ども､明らかにペ グァリッジの研究に拠っている3｡
さらにテンプル 自身が序文において述べているように､同書はベ ヴァリッジに限
らず トー ニーや ケインズ といった福祉国家建設の支柱 となる経済学者のア ドバイ
スによって成ったものであった｡
このように 『キ リス ト教 と社会秩序』の提言はテンプル独 自の思想ではないに
しろ､キ リス ト教会が理想 とす る社会のあ り方を具体的に示 した とい う点で革新
的な意味を持っている｡教会 と世俗の社会システムとの関係 は 19世紀のキ リス
ト教社会主義運動の開始以来変化 しつつあったが､20世紀においても宗教の領域
と政治 ･経済の領域を峻別す るべきであるとい う意見はなお強かった｡保守党下
院議員 ヒュ一 ･セシルはその著書 『保守主義』において次のように述べている｡
｢キ リス ト教はある特殊な政治体制に酷似 している｡だか ら､その体制の唱道者
を正当化するためにキ リス ト教の権威に訴えてもよい､ としばしば主張 され る｡
このように主張 されている体制 とは､まことに奇妙なことに､国家の機能をとく
に強化する社会主義である｣｡そ して彼は､｢キ リス ト教はわれわれに社会主義者
になることを求めない ｡ 社会主義 と個人主義 との間の問題は､キ リス ト教が直接
にはなんの関係 ももたない政治機構上の問題である｣ としてこの見解を否定 して
いる4｡国教会の聖職者の中にも第一章で述べた- ンソンをは じめとして､キ リス
ト教 と社会主義のつなが りを否定する者が少なか らず存在 した｡｢教会の働きは政
治や経済､社会機構に関す ることにあま り煩わされ るべきではないと思 う｡
む しろ諸個人にキ リス ト教的な生活を送れ るよ うにす ることが教会の義務 であ
る｣ と言 うよ うに5､彼 らに とってキ リス ト教は社会変革 を 目指す ものではなく､
人間の心の変革を通 してよ り良い社会を建設 してゆくものであった｡セシルが｢聖








隷所有者 とその奴隷 との双方にキ リス ト教的同胞愛の精神を吹き込むことによっ
て､奴隷制による圧制の刃をかわすことで満足 した｣ と述べているのは､このよ
うな考え方を端的に表 している1｡この点で､『キリス ト教 と社会秩序』における
上記のテンプルの提案は､教会の立場から明確に社会改革を志向していた｡この
主張が国教会の最高指導者によってなされた とい う点で､それはまさにキリス ト
教社会主義運動のひ とつのクライマ ックスであった｡セシルやチャーチル らが警
戒 したように､テンプルの言動は世論に大きな影響を及ぼす ものであった o 近年
のブラウン(CallumBrown)やスネイブ(MichaelSnape)の研究が示すように､統計
上の教会出席者数の低下にもかかわらず､少なくとも第二次大戦期までのイギリ
スはた しかに ｢キ リス ト教国｣であったのである2｡テンプルは 『キリス ト教 と社
会秩序』の出版 と同じ 1942年に国教会の最高指導者カンタベ リー大主教に就任
しているが､ア トリー内閣で蔵相を務めた ドー ル トン(HughDalton)の 日記にはそ
の際の話 として､｢あなた方社会主義者は､この度カンタベ リー大主教の地位まで
得ましたね｣ と語った保守党員の話が記 されている30また ロビンスは､｢ア トリ
ー政権期の労働党議員の多 くは戦時中のテンプルの著書に多大な影響を受けてい
た｣と指摘する4｡保守党の同盟者であった国教会の最高指導者が社会主義的な社
会改革を提言 したとい うこと自体が､国教会の歴史 さらにはイギ リス史全体にお
いて､大きな変革であった｡















れないものとした ｡ 第一章で述べたように､キ リス ト教社会主義運動の起点のひ
とつでもある 19世紀のオクスフォー ド運動は､まさにこのエラス トス主義に反
対 して生 じたものであった｡オクスフォー ド運動の直系継承者であるゴアが 1919
年授権法の策定において､あるいは- ドラムが 1944年バ トラー教育法の策定に





主義に対す る危倶 も作用 していた｡1934年 にジンメル ンが ｢強権国家(power
State)｣に対抗する概念 として ｢福祉国家｣を提示 したように､テンプル も 『市
民 と教会人』の中で ｢福祉国家｣ を ｢強権国家｣に対置するものとして用いてい




題であるOゴア らが非国教化をも覚悟 したよりセク ト的な教会を志向していたの
に対 して､テンプルの場合は元来保守的な体制教会である国教会 とい う組織を国
教 としての地位 を維持 したままに福祉国家の中に位置づけることが前提であった｡
このことによって､彼の社会改革論は不可避的に一定の制限を伴 うものとなった｡
この点で､テンプルの思想 と労働党の理論的指導者 トー ニーの思想 とを比較す
ることは､テンプルの福祉国家観の性格をより立体的に示すであろう｡彼 らはラ
グビー校およびオクスフォー ド大学ベイ リオル ･コレッジでの級友であ り生涯を




Book)』からも明 らかなようにキ リス ト教道徳を社会の基盤に据えることを望ん
でいた 10 1926年 出版 の 『宗教 と資本主義 の隆盛(Rell'gl'oDandtheRl'seof
capL'talL'sm)』においては､近代以降の宗教 と経済の ｢二元論｣的な分離を激 しく
批判 している2｡また､内面的救済のみを重視する福音派を批判する点において､
あるいは社会環境が諸個人の内心を規定するとい う考え方において､ トー ニーは
テンプル と軌を一にしていた3｡彼が 『キ リス ト教 と産業問題』報告書の中心的な
執筆者 として､またCOPECの ｢産業 と財産｣小委員会報告の実質的作者 とし
てテンプルのキ リス ト教社会主義運動に協力 していたことは既に述べた通 りであ
るO
しか しながら､国教会の聖職者テンプル と労働党 とい う世俗の組織を通 じて社
会改革を目指 した トー ニーは､必ず しもすべての点において意見を共にしていた
わけではなかった｡そのひ とつが ｢平等｣の概念に関する問題である｡ トー ニー




は ｢課税の増加 と社会政策の拡充 とによる､富の再分配説に尽きるもの｣であっ
た5｡テンプルはこの トー ニーの著書に対 して､｢率直に言って､彼の 『平等論』
にはひ どく失望 した｣と述べている60彼 らの平等観には明 らかに溝が存在 してい




り方によってのみ成 される.それは物差 しではなく､関係の問題である｣と言 う70
トー ニーはテンプルの死後､次のように評 している｡｢テンプルは生来の平等主義
者であった｡ 彼は人間にとって最も重要な事実は､すべての人間は神の子である















神的側面のみに注意を払 うような福音至上主義に反対 し､キ リス ト教社会主義運
動を展開した｡ しかしなが ら､彼 もまた聖職者 として究極的には ｢神の子 として
の平等｣とい う宗教的平等観が核心にあ り､｢今 日の社会の分化をもた らしている
のは権力の不平等である｣ とい う トー ニーほどには社会的な平等を求めていなか
った1｡ む しろスペンサーが指摘す るように､｢テンプルの平等､すなわち価値の
究極的平等は､『命 じる者 もいれば従 う者 もいる』とい う思想 と完全に両立するも
のであった｣のである2｡
以上のような彼 らの平等観の違いは､パブ リック ･スクール問題においての見
解の相違にも顕在化 している｡ トー ニーが力説 したように､教育改革は社会的不
平等の問題に取 り組む上で不可欠の課題であった｡1910年に二十九歳の若 さでパ
ブ リック ･スクール､レプ トン校の校長に就いていたテンプルも､当初はパブ リ
ック･スクール改革を唱えていた｡彼は前任の校長フォー ド(LionelFord)に対 し､
｢パブ リック ･スクールは 目立った形で階級分裂を再生産 しているように思いま
す｡内情を知った上で､それ らを減 らすシステム-の改革を目指すつもりです｣
とい う手紙を送っている3｡ しかしなが ら､この彼の試みは完全な失敗に終わる｡
テンプルは任期 を終えるにあたって友人に､｢私が在任 中に学んだことがひ とつあ
るとすれば､制度は旧来の路線に沿って動 くか､さもなければ廃止 されるしかな
いとい うことだ｡古い制度をその勢力を維持 したままに新 しいや り方で運営する
ことは不可能だ｣ と語っている4｡｢その勢力を維持 したままに｣ とい う文言か ら
もわかるように､彼はパブ リック ･スクールそのものを廃止 しようとしたわけで




育が大きく貢献 していると述べている5｡彼がパブ リック･スクールの問題点 と見
たのは､生徒の出身階級が限定されているとい うことであった｡彼は､｢大きな問
題は､単一の階級から生徒が集められていることであるo このためどれだけ彼 ら
の公共心が強 くても､視野が狭 く彼 らの階級に伝統的なや り方で しかその公共心










れればパブ リック･スクールは依然 として有意義な組織であった｡『キ リス ト教 と
社会秩序』においても､パブ リック ･スクールに関 しては ｢国全体 としての教育
的､社会的生活に分裂を生 じるもの｣であると批判するものの､｢パブ リック ･ス
クールはしばしば個性を圧迫 していると批判を受ける｡ こうした批判はたいてい





て､ トー ニーはハ ド-報告や ｢すべてのための中等教育｣の執筆をはじめとして
改革の旗手 として活躍 していた｡ パブ リック ･スクールに関して トー ニーは､テ
ンプルが植民地官僚の例を挙げてその長所を説明していたのに応えるかのように､
｢寄宿制パブ リック ･スクールによって育て られた といわれる性格が､---過去
においてはある種の指導にそれほど不適当ではない素質 となっていた､ とい うこ
とはあるかもしれない｡ しか しそれが今 日でもなお適当であ り､あるいは､もし
適当であるとしても､それが通学制の中等学校では育て られないものだ とい うこ
とが､それほど確かなことであろうか｣ と言 う2｡また､｢個々人が自分たちのた
めではなく仲間のために競技するようになるチーム精神は､ふつ うパブ リック ･
スクールの美徳の うちに数 えられているけれ ども､これ らの学校 自身がそ うい う
精神の輝かしい手本だ とはいいえない｣と述べている3｡ トー ニーにとってパブ リ
ック ･スクールは､テンプルが言 うような美徳を酒養する上で不可欠な組織では
なく､む しろ ｢現在われわれに欠けている共通の文化｣を作 り出す上での障害以
外の何物でもなかった｡
このようにテンプルは､パブル ック ･スクールに関 してそのエ リー ト養成機関
としての存在を否定するのではなく､生徒の供給源が上流階級に限られているこ
とを批判 していた｡彼の思想は､入学生徒の門戸開放をは じめとするパブ リック ･
スクール改革そのものを ｢教育におけるジャコバン主義｣ として批判するエ リオ
ッ トほど保守的ではないにしろ､パブ リック ･スクール出身者が ｢社会的にも経
済的 に も良いチ ャンス を得 てい る｣ こ とを非難す る ヴィ ッカー ズ(Geoffrey
Vickers)やパブ リック ･スクールを ｢前世紀の遺産｣ と形容する トー ニーほど革
新的でもなかった｡｢テンプルは廃止を主張す るには余 りにパブ リック･スクール
1Temple,Cnrl'stl'aBl'tyandSocl'alorder,pp.91-92.
2 R.H.Tawney,TheRadl'calTyadl'tl'oD(1964)【浜林正夫 ･鈴木亮訳 『急進主義
の伝統』,1967],p.90.




た際､彼は保守党議員 とともにパブ リック ･スクール改革にはほとんど興味を示




る上で､彼が しばしば言及する ｢自然法｣の概念に注 目することは有益であろう｡
彼は 1920年代以来､人格(personality)の基本的価値 として､｢個性(Individuality)｣､
｢交わ り(Fellowship)｣､｢奉仕(Service)｣を挙げているが､｢自然法｣ に従 うこと
がそれ らの前提条件であった｡テンプル 自身､｢自然法｣をこう説明している｡｢人
間とその多様な活動の場である世界には､ある秩序が存在す る｡それは､それぞ
れの人に全体的生に対 して最 も適切に奉仕できるような場所を与えているとい う
意味で､自然法である｡ ---人間社会の中にあっては､諸個人はそれぞれの機能
や活動において､全体的福祉(generalwe什being)と一致するような関係を構築す
る必要がある｣ 2｡ここで注 目す るべきことは､サゲイ トが指摘する通 りテンプル
が ｢自然法｣の同義語 として ｢自然秩序(NaturalOrder)｣ とい う用語を盛んに用
いていることである3｡このことは､『キリス ト教 と社会秩序』 とい う題名からも
察せ られるように､彼の ｢秩序｣に対する強い関心を物語っている40
この ｢自然法｣の問題はテンプルの主要な神学的関心のひ とつであり､彼の人
生において段階的に形成 されてくるものである｡ここでは主に 『キリス ト教 と社









らない｡秩序は自由の基礎 として評価 されるべきものである｡ よく秩序立てられ
た社会においてのみ､社会のメンバーは真に自由である｡--自由は秩序より優




そ うした組織は 自然法あるいは自然秩序に反するものである｣と言 う1｡このよう
な点から､『キ リス ト教 と社会秩序』においてテンプルは､中世の神学的経済を賞
賛 しているO｢中世の神学的経済における二つの支柱は､『適正価格』 と 『高利貸
しの禁止』であった｡適正価格についての複雑な問題は､現在のわれわれには関
係ない｡重要なことは､この原則が全 く神学の一部 として述べ られているとい う
ことであるDその解決および実践-の適用は､環境の変化に従いまた経済学の発
展につれて変化 した｡ しかし原則それ 自体は明確である｡すなわち､製品の価格
は資材の価格､労働および穏当な利潤に対 して適当な考慮がなされはす るが､そ
れは道徳的基礎 に基づいて定められるとい うことである｣ 2｡生産者 と消費者の間








多く失ってしまった ｡ こうした社会形態はもはや存在 しない｡ しかしながら､こ
れはある重要な原則をその中に合意 しているO中でも重要なのは､地位身分およ
びこれ と関連す る富 と､社会的機能 との間の密接な関係である｡それが農奴の辛
うじで生活できる程度のものであろうと､あるいはそのなした奉仕のゆえに貴族
が享受 していた権力であろうと､ともかく人は各々社会機能の中でそれぞれの立




特に旧家がその所領を保持 し人々の間に生活 しているような地域には､ しばしば
純粋な社会的交わ りと､一般に認められている機能の相違を基礎 とする真の人格
的平等が存在す る｣と述べているように5､身分の相違は ｢交わ り｣にとって､ま
た ｢真の人格的平等｣を達成する上で有益で さえあった｡











能の分化 として容認 し理想視するような思想が､彼の平等観やパブ リック ･スク
ールの支持に見 られるエ リーテイズムに結びついているのである｡
* * * * * *
テンプルは､｢悪の根源はまったく明らかだ｡それは､人間が利己心に支配 され




とい うセシルの主張には同意 しなかった2｡ 彼は ｢社会の変化は利己主義や食欲､
好戦的な人間の性質を除 くことは無いが､これ らを必要 としない環境を作ること
が可能である｣ とい う トー ニー と共に､内面的良心の回心に先立っ社会改革が必
要であると認識 していた｡その一方でテンプルは､｢苦 しんでいる人々の物質的条
件を改善 しようとすることは､キリス ト教精神に従 うことである｡ しか し､この
世の事柄ばか りでなく､精神生活そのものも物質的富に依存すると主張すること
は､キ リス ト教精神に反す る｣ とい うセシルには同意するだろう｡ テンプルの平
等観は､福音派やセシルほどには観念的 ･精神的ではなかったが､ トー ニーほど
には社会的でなかった｡
トー ニーの論理を突き詰めていけば､テンプルが最後まで守ろうとした国教会
を破壊することになるO トー ニーは､｢キリス ト教教会が生活の一木分野である社




名 目上の支持を失 うことであろう｣とはっき り述べている3｡彼はさらに､｢キ リ
1Temple,TLeHopeoFaNewWoL･Jd,p.67.





ス ト教徒は異教社会の中の小 さなセク トである｡ しかしそれは真筆なセク トであ
ることができる｣ とい う教会観を示 しているOこれは､第一章で見たゴアの教会
観に非常に近いものであった｡ トー ニーが 『備忘録』に ｢国家がどれだけ精神的
生活を弱めたかは､国教会の姿が示 している｣と言い1､また彼の代表作である『宗
教 と資本主義の隆盛』がゴアに捧げられていることか らも､彼 らが思想的に近い




テンプルはパブ リック･スクール改革に際 して､｢古い制度をその勢力を維持 し
たままに新 しいや り方で運営すること｣を目指 していた｡ パブ リック ･スクール
改革では失敗 したこの改革原理は､国教会改革に関してはある程度成功 した と言
える｡彼は国教制度を維持 したままに､｢祈る保守党｣と評 されたこの組織を労働
党にも近づけた｡パブ リック ･スクールにせ よ国教会にせ よ､テンプルは既存の
制度そのものを決 して破壊 しようとはしなかった｡この方針は､不可避的に社会
構造の改革に制限を与えるものとなった｡換言すれば､彼は ｢新や り方で運営す
る｣ とい う点でエ リオッ トやセシル らの保守主義者に比べ明 らかに革新的であっ








1944年 10月 26日､テンプルは六十三年の生涯を閉じた｡ 翌 日の新聞は彼を
次のように評 している｡｢俗なるものと永遠なるものを結び付け､宗教のために生
を､生のために宗教を主張すること､そのことがテンプル師が自らを奉げた目標
であった｡---国教会は しば しば､生の実践的関心か ら帝離 していることを批判
されてきた｡ ･-･･このような主張は､テンプル師がカン夕べ リー大主教の座に就
いた時に不可能 となったのである｣ 10 1921年にマンチェスター主教に就任 して
以来､テンプルは国教会の指導者 として新たな時代に対応す るべ く教会の改革を
指導 してきた｡非国教化を求める声の高ま りを幾度も受けながらも､20世紀 とい
う激動の時代を国教 として生き延びた要因に､テンプルの改革が資 したことは明
白である｡ 本論文で見てきた通 り､その方向性は基本的に二つの要点を持つもの
であった｡すなわち､キリス ト教社会主義運動 として現れた ｢世俗の社会問題-
の介入｣と､キ リス ト教社会主義を前提 とす るエキュメニカル運動が目指 した ｢キ
リス ト教諸教派間の協調｣ である｡
これ らの改革の方向性は､教会のあ り方にとって重大な結果を伴 うものであっ
た｡それは ｢聖性の希薄化｣と言 うべきものである0 第一章で見たように､1919
年授権法の策定過程において､国教会の代表機関である教会議会の選挙権 (すな
わち ｢国教徒の範囲｣)を名 目的な信徒にまで認めようとするテンプルの方針に対
して､オクスフォー ド主教 ゴアは ｢教会の国民的地位(nationalposition)を維持す
る代わ りに､われわれの役割の大きな部分を犠牲にしてしまった｣ とい う批判を
表明していた｡また第二章で見たように､社会介入を伴 うテンプルのエキュメニ
カル運動 の方針 に関 して グロス ター主教- ドラムは､｢諸教会 の一致 は真実
(truth)を犠牲に達成 されるべきではない｣ と述べている｡結果的にテンプルは､
ゴアの言 う ｢われわれの役割の大きな部分｣ と- ドラムの言 う ｢真実｣ を犠牲に
し､教会議会の選挙権の要件を洗礼 と改め世界教会協議会および全英教会協議会











択に負っている｣と指摘する2｡またバ トラーも 1971年に出版 した自伝において､
｢おざな りで活気のない宗教教育が､われわれの社会のキ リス ト教的基盤を危機
にさらす事になって しまった｣と述べている3｡非教派的キ リス ト教教育の受け入
れは､教会学校をはじめとして社会的に教会を ｢存続｣ させたが､そのキリス ト
教 自体が希薄化 していったのである｡それはゴアや- ドラムらにとっては教会の
｢存続｣ とは到底言えないものであった ｡ エ リオッ トはモール ヴァン会議の論文
で､｢世俗化の始ま りは非教派主義に潜んでいる｣ と警告 していた4｡そしてガ-
ベ ッ トは後に､｢テンプルは 1944年に､あま りにも楽天的に主義主張を売って し
まった(soldthepass)｣ と述べている5｡
20世紀前半のイングラン ド国教会に課された問題は､その ｢存続｣の方向性の









い｣ とキ リス ト教における教義の重要性を指摘 している6｡また､｢自らが述べる
わずかな社会的言説が過度に注 目され､その何倍 も述べているはずの宗教的な言
葉が十分に伝えられないことに対 し不満を漏 らしていた｣とも言われる7｡テンプ












のではなく､それ故に世俗社会 との接点を維持 しようとするものであった ｡ 宗教
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